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0.1 研究背景 

（一）在留外国人の増加 

	 1970 年代の後半以降、日本の人口の増加率は低下し、今後も年少人口と生産年齢人口

の減少が続き、2060 年には高齢者率は 40%近い水準になると推計されている 0−1）（図 0−

1）。人口構造の変化により、労働力の不足が発生している。	

	

図 0－1 将来人口の推計 0−1） 

 

	 それを解消するための労働力として、海外からの来日・在留外国人が増加している。

図 0−2 は近年の登録・在留外国人人口推移と総人口に占める登録・在留外国人人口の割

合を示す図であり、人口総数から見ると 2008 年にピークとなり、東日本大震災後は減少

し、その後回復している。2015 年は約 223 万の外国人が日本に居住しており、総人口の

約 2％を占める。2010 年と比べ、増加の傾向にあるといえる（注１）。	

 
図 0−2 外国人登録・在留者の推移（2015 年末） 

	

（注 1）2012 年に出入国管理及び難民認定法等が改正され、従来の外国人登録者数と対象が一部異なるので、2011

年以前のデータと単純に比較することはできないが、ここでは外国人人口の増加傾向を把握するために整理した。  

1.50%

1.55%

1.60%

1.65%

1.70%

1.75%

1.80%

2 

2 

2 

2 

2 

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

百
万

登録・在留人口 総人口に占める人口割合
法務省データによる作成 



序論 

 

 4 

（二）災害時要配慮者 

	 防災白書は「世界全体に占める日本の災害発生割合は、マグニチュード 6 以上の地震

回数 20.5%、活火山数 7.0%、死者数 0.3%、災害被害額 11.9%など、世界の 0.25%の国土

面積に比して、非常に高くなっている」0−2）と指摘した。このように、日本は世界でも

災害が多く、近年、東日本大震災のような大きな地震災害や、2014 年 8 月の広島市での

豪雨による土砂災害等の災害が頻発し、甚大な被害が生じている。	

	
（出典）内閣府「平成 22 年度版防災白書」0−2） 

図 0−3 世界で起こった災害のうちの日本の割合 

	

	 災害時に、一般の人々と同じような危険回避行動や避難行動、避難生活、復旧・復興

活動を行うことが難しく、他人からの支援の必要がある人々は災害時要配慮者（要援護

者）（注 2）と呼ばれる 0−3）。吉田（2014）0−4）は「災害時要援護者」は、災害時において

特別なニーズを持つ人々であるのと同時に、最も安全が脅かされ、生命の危機にさらさ

れやすい存在である…誰もが「災害時要援護者」になりえると指摘しており、災害時要

配慮者の範囲は広い。地域で外国人を含む要配慮者対策に注力することにより、効果的

な減災・防災に繋がると考えられる。	

	 2005 年に総務省が「多文化共生の推進に関する研究会」0−5）を設置し、日本語による

コミュニケーションが困難な外国人住民は災害時要援護者（要配慮者）に該当し、「外

国人住民向け防災対策を各地方自治体の地域防災計画に明確に位置づけた上で、大規模

災害発生時に外国人被災者への対応を専門とする支援班を災害対策本部に設置するな

ど、効果的な対応が可能となる体制整備を行う」ことを求めている。	

	

（注 2）2013 年 6 月に災害対策基本法が一部改正され、高齢者、障がい者、乳幼児等の防災施策において特に配慮

を要する人々を要配慮者とした。  
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（三）外国人への防災支援の仕組み・方針 

	 国レベルの外国人支援に関する方針について、国の基本的な防災対策である防災基本

計画 0−6）を参考に、外国人への防災支援の内容を整理したところ、①避難誘導体制（災

害種別一般図記号を使った避難場所標識の設置・作成）、②防災知識の普及と訓練、③

要配慮者を支援する体制の整備、④情報伝達体制等の整備、⑤行方不明者の把握、⑥外

国人との会話力のボランティアの受け入れが挙げられ、主にソフト対策を中心としてお

り、言語支援が重視されていることが分かった。	

	 また、「災害時要援護者対策ガイドライン」0−7）を参考に、災害発生前、災害時と復

旧・復興時のフェーズ毎に外国人への防災支援の仕組み（表 0−1）をまとめた。外国人

への支援は災害発生前の対策に多く、復旧・復興時についてはあまり提示されていなか

った。内容は主に防災・災害を理解するための多言語情報の提供と防災の普及啓発等の

対策を通じ、自助能力を育成することである。	

	

	

	

  

災

害

発

生

前 

（１）防災知識の啓発 
①多言語による防災パンフレットの作成 

②多言語による防災マップ・防災標識等の作成 

（２）市区町村における基礎情

報の整備 

①安否確認と安否確認体制づくり 

②各種書類・様式の多言語化 

（３）市区町村における外国人

に対する支援体制づくり 

①外国人が多い学校・企業等における行動マニュアルの整備 

②自主防災組織及び関係機関、団体との連携 

（４）外国人に対する情報伝達

網の整備 

①ローカル FM 局等地域情報提供機関との連携 

②多様な情報伝達 手段の活用、整備 

③通訳・翻訳者の確保 

災

害

時 

緊急時 
①緊急情報の多言語による提供 

②安否確認及び避難誘導 

避難救援期 

①避難所における支援 

②多言語による生活情報、支援情報等の提供 

③外国人救援センター及び相談窓口の開設 

復旧復興 なし 

表 0−1 外国人への防災支援の仕組み 
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0.2 既往研究 

	 外国人支援に関する研究は、外国人子女の教育、難民の受け入れ、福祉士の育成、留学

生へのサポート等様々な分野で研究が行われているが、防災の視点からの研究は、高齢

者・障がい等の災害時要配慮者と比べ、少ない。	

	 外国人への災害対応の必要性は阪神淡路大震災で確認された。それ以降、外国人の防災

意識の実態、自助能力の育成、情報伝達等に関する研究が多く取り上げられてきた。ここ

では、既往災害の教訓や、外国人の防災支援についての既往研究をレビューした。	

	

（一）既往災害の教訓 

伊藤ら 0−8)は、東日本大震災における仙台市立三条中学校の避難所で見られた外国人避

難者の実態を整理し、外国人の地震の経験不足による不安、各国の生活習慣の違いや避

難所運営での言葉の壁、情報不足による軋轢、相互理解の機会の不足から生じる不信感

が課題であるとした。その後、地域住民と外国人が訓練を体験し、受入側と外国人との

意識の壁の解消に改善が見られたことが報告された。	

J.F.モリスら 0−9)は、宮城県在留外国人の東日本大震災での実態を把握し、IASC と WHO

の支援要領を整理し、在留外国人を 4 類型化し分析した。また、外国人住民についての

実態把握、多文化共生を担う人材の育成と外国人キーパーソンの活用、地域内での地域

国際化協会や NPO 間の連携がいずれも不十分であり、広域連携、情報の多言語化、確実

な情報伝達、外国人住民の地域活動等へのかかわり及び災害に対する理解が課題である

とした。また、人間関係・ネットワークの構築がいざという時に最も頼りになる資源と

指摘した。	

これらの研究により、東日本大震災において、外国人が特定の避難所に集中し避難所運

営に支障が生じたケースや、多言語情報を提供されているものの、外国人のニーズに応じ

た支援内容ではないことを提示し、外国人人口特性（国籍等）や住まいの実態の把握が不

十分であることが指摘された。	

被災地における外国人の避難行動や避難の実態を把握し、非被災地においても外国人

集住地域等の実態を把握することにより、外国人人口特性やニーズに応じた外国人への

支援が可能になると考えられる。	
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（二）外国人への防災支援 

	 岩元ら 0−10)は、アンケート、ヒアリングを通じ、留学生の地震に関する意識を整理・分

析した。留学生は、地震の経験が少なく、母国における地震経験の有無などが、災害意識

に影響を及ぼすことを明らかにしている。	

	 梁 0−11）は、在住外国人へ提供すべき災害情報を把握するため、外国人に対する意識調査

を行っており、在住外国人は具体的な災害の知識はもっているが実際の対策はあまり行

っていないことを明らかにしており、情報提供や、外国人への災害防災教育等の様々な提

案が必要であることを示唆した。	

	 川崎ら 0−12）とヘンリーマイケル 0−13）は、東日本大震災後、日本国内外の情報源から大

量の情報が飛び交うなか、在住外国人の情報収集の方法と、言語の能力による行動の違い

を把握するために、災害情報収集過程の実態調査を行った。言語能力による情報収集過程

の違いを明からにした上で、災害情報収集過程と退避行動との関係も分析した。	

	 外国人の退避行動の意思決定には、情報収集に利用した言語との間にある程度の関係

性が見られたが、日本語と英語の習熟度との関係性は明確ではなかった。しかし、根本的

には情報発信源としての日本政府の信頼度を上げることが最重要課題と指摘された。	

	 これらの研究では、外国人の防災意識や防災対策（情報収集等）の実態・ニーズを把

握し、外国人の自助力を高める方法や情報伝達のあり方等を示した。	

	 しかし、外国人の属性をふまえた防災行政機関や支援組織による外国人防災支援（共

助や公助）の実態把握や、外国人が共助に参加できる仕組みについての提言はなされて

いない。	
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0.3 研究方法・意義 

（一）外国人への防災支援の課題 

	 防災の分野では、「自助」「共助」「公助」0−14）という用語が多く使用されている。	

「自助」：自分自身や家族で身を守ること。 

「共助」：近隣所の人々、民間組織、ボランティア団体等の力で、助け合って救助・救 

     援活動を行うこと。 

「公助」：国や都道府県、市町村、行政関係組織等の公的機関による救助・救援活動。 

	 阪神淡路大震災や東日本大震災等のでは、災害の規模が大きいほど、需要と供給のギ

ャップが大きいことが認識され、「公助」の限界があり、「自助」「共助」が極めて重

要なことも強調されるようになった。	

	 図 0−4 のように、「自助」「共助」「公助」の視点で外国人への防災支援の仕組みを

整理した。外国人への防災支援を実施する主体も多様である。外国人住民や外国人コミ

ュニティ（自助）以外に、地域住民、地縁組織、ボランティア団体（共助）や、役所な

どの行政機関（公助）等も防災支援を行うステークホルダーである。	

	 「行政→地域・地区→外国人」のような支援は、トップダウン型の支援と定義され

る。前述のように、国レベルの方針は主に言語支援が中心となるが、防災行政機関等の

団体にとっては外国人人口特性や住まいの実態の把握が不足しており、言語等の問題も

あり、外国人への防災支援は難しい課題である。一方、「外国人→地域・地区→行政」

のような支援は、ボトムアップ型の支援と定義される。既往研究では、外国人の自助に

関する研究が多く取り上げられているが、外国人のニーズに合わっていないことがあ

り、地域共助に参加できる仕組みが整備されていないという課題がある。	

	 外国人への防災支援の課題やあり方を提示するため、地域・地区レベルで、在留外国

人人口特性や住まいの実態や、外国人への防災支援の現状を把握する必要があると考え

られる。	

	

図 0−4 外国人への防災支援の仕組みと課題  
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（二）居住地の空間分布の把握・分析手法 

	 吉田（2014）0−4）は、災害時要配慮者への支援の大前提としては、その対象となるの

が「誰なのか」そしてその人たちは「どこに」いるのか、そして具体的にどんなニーズ

があるか、の把握が必須であると指摘した。	

	 2005 年に内閣府により策定された「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」を契機

に、各自治体で全体計画の策定、災害時要援護者名簿の作成・更新および個別計画の策

定が進められてきたが、東日本大震災を教訓に、2013 年に災害対策基本法が改正され、

避難行動要支援者の名簿作成が市町村に義務付けられた。本人からの同意を得て平常時

から消防機関や民生委員等の避難支援等関係者に情報提供することや、災害発生時（ま

たは発生のおそれが生じた場合）は本人の同意の有無に関わらず名簿情報を避難支援等

関係者その他の者に提供できることなどが定められている。しかし、名簿記載対象者

は、要配慮者のうち「災害が発生し，又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難

することが困難な者であって，その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要

するもの」0−15）であり、外国人や乳幼児、軽度の障がい者、介護を要さない高齢者など

は本人が希望しない場合は対象外とする自治体も多い。	

	 実際に名簿に載せていない人々は発災時にも災害の犠牲者になりやすく、事前に概ね

情報を把握し、その人口分布特性に応じる救援物資・人力の配分等の地域防災対策が求

められる。	

	 Cutter0−16）は「場モデル」という概念を提示し、脆弱性は地理的文脈と社会経済構造

によって規定されるとし、国勢調査等のマクロデータと、該当地域のハザード条件を重

ねあわせ脆弱性を可視化した。Comafay ら 0−17）や河村ら 0−18）は、災害時要援護者につい

て要援護度を図る尺度を作成し、質問紙調査によって各要援護者の要援護度を算出し、

GIS を用いてハザード暴露圏と重ねるなどの分析を行うことで、より精度の高い要援護

者の視覚化を行っている。	

	 地域・地区毎に災害時要配慮者を取り巻く環境が異なる。これらの研究で提示された

概念を参考に、地域・地区特性を捉えることは重要である。また、災害時の教訓や知見

を共有する際や、地域・地区を超えた支援・受援体制を構築する場合にも、地域・地区

特性の把握が重要である。	
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（三）研究目的・内容 

	 外国人が増加している社会背景下で、外国人への様々な公共サービスが求められてい

る。特に、外国人への防災支援は重要な課題であり、災害時に外国人が自らの安全を守

ること（自助）は、死傷者の減少につながる。さらに、国籍を問わず地域住民同士が助

け合うこと（共助）は、カルチャーショック等による摩擦を軽減し、地域との良好な関

係を構築するとともに、多文化共生社会づくりにつながる。	

	 しかし、「外国人」と呼ばれる人たちは、出身地、言語、習慣などにより、一人一人

が異なる。外国人の実情をふまえて、外国人への防災支援等の公共サービスを提供する

必要があるが、外国人の実態やニーズの把握は難しいのが現状である。	

	 そこで、社会統計を活用し、外国人の人口分布とその特徴、居住地域の特徴を全体的

に把握し、その上で、各地域の特性に基づき対策を検討する視点が求められる。	

	 本研究では、被災地の経験・教訓をふまえ、外国人の構成や災害危険性等の地域特性

を捉え、外国人への防災支援（公助等）の実態を把握する。また、多様な外国人が暮ら

す横浜市において外国人の災害曝露人口等の地区特性を把握し、それをふまえた地区の

防災支援ポテンシャル評価カルテを開発・検証し、外国人への支援対策を地域で検討し

対応する際に用いる基礎的資料を提供したい。	

	

図 0−5 研究の流れ 
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	 具体的には、第一章では、既往災害の経験や教訓を整理し、阪神・淡路大震災、東日

本大震災、熊本地震について分析・調査を行い、災害時支援や外国人被災者の避難実

態、支援・避難になりうる場所を把握する。	

	 また、第二章では、地域特性と支援の実態をマクロスケールで考察し、被災地の教訓

をふまえ、地域類型化の指標を選び、各地域の特徴（外国人人口属性や災害危険性等）

を整理した上で地域毎の防災支援の実態を把握する。	

	 その結果をふまえ、第三章では、ミクロスケールで外国人集住地域の横浜市を対象

に、外国人の人口特性や災害危険性（外国人の災害曝露人口）による地区特性を把握

し、第四章では、それをふまえた地区の防災支援ポテンシャル評価カルテを開発・試行

し、外国人への支援対策を各地区で検討し対応する際に用いる基礎的資料を提供する。	

	 本研究の成果は、地域防災拠点運営組織やボランティア団体等に対し、自らの地域の

特性を認識するための基礎資料として、また、危機管理の行政機関にとっては、重点的

に対策を講じる地域を把握し支援策を検討するための基礎資料として活用され、地域防

災力の向上に寄与するものと考えられる。	
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概要 

	 1995 年 1 月 17 日、阪神・淡路大震災が発生し、約 180 名の外国人が死亡した。当

時、被災地には約 10 万人の外国人住民が居住し、日本語の不自由な外国人も多数暮らし

ていた。しかし、行政やメディアによって外国人向けに提供された情報は少なく、被災

地に散らばる外国人に十分には届かなかった。また、文化的な背景の違いもあり、避難

所で日本人との摩擦に直面し、多言語情報の提供の課題を浮きぼりにした。	

	 2011 年 3 月 11 日、東日本大震災が発生し、日本周辺における観測史上最大の地震が

観測され、死者・行方不明者の合計が 1 万人を超えた。この地震・津波で 41 名の外国人

が犠牲となったが、被災地に居住していた外国人は約 7.5 万人であった。阪神・淡路大

震災での多言語情報伝達の教訓と経験を活かし、ラジオやテレビ、インターネットで英

語、中国語等の言語による情報が流された。しかし、外国人が特定の避難所に集中した

ため他の住民の受け入れが制限されるなど避難所運営に支障が生じたケースや、原発事

故の影響で、大量の外国人が西日本や海外に退避したこともあり、外国人被災者の避難

に関する課題も注目されてきた。	

	 2016 年 4 月 14 日と 4 月 16 日に、熊本地方を震源とし、マグニチュード 6.5 とマグニ

チュード 7.3 の地震が観測された。外国人被災者への対応については、外国人が孤立せ

ず必要な支援が受けられるように、公的機関やボランティア団体等の組織によって多言

語情報を提供されると共に、熊本市国際交流会館で公設民営の外国人避難対応施設を開

設することにより、外国人が気軽に避難できるスペースが提供された。しかし、遠くに

居住している外国人が来訪しにくいため、各地域で外国人を支援できる仕組みの構築が

期待されている。	

	 以上のように、本章では、阪神・淡路大震災、東日本大震災、熊本地震などの既往災

害の教訓・経験を把握するため、文献調査やヒアリング調査を通じ、外国人の避難実態

や災害時対応等の課題を整理する。	
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1.1 阪神・淡路大震災 

（一）被害状況 

1995 年 1 月 17 日 05 時 46 分、淡路島北部の北緯 34 度 36 分、東経 135 度 02 分、深さ

16 キロメートルを震源とするマグニチュード 7.3 の地震が発生し、神戸と洲本で震度 6

を観測したほか、東北地方南部から九州地方にかけての広い範囲で有感となった。総務省

消防庁の統計によると、この地震による被害は、死者 6,434 名、行方不明 3 名、負傷者

43,792 名、住家全壊 104,906 棟、住家半壊 144,274 棟、全半焼 7,132 棟にのぼった。1−1）	

この震災から様々の教訓や経験が得られた。例えば、1995 年建築物の耐震改修の促進

に関する法律（耐震改修促進法）が制定され耐震改修が促進された。同年「地震防災対策

特別措置法」が制定され、全国を約 20km メッシュの地震計で高感度地震観測網と基盤強

震観測網の整備が開始された。	

	

	

                     出典：気象庁より 

図 1−1 兵庫県南部地震の震度分布 1−1） 
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（二）外国人被災者への災害支援 

①外国人被災者 

	 1994 年現在、兵庫県には約 9 万 9 千人の外国人が登録されており（全国の第 4 位）、

人口割合は 1.8％を占めていた。当時は韓国・朝鮮人が約 7.8 万人（71.7％）で最多で

あり、次は中国、ブラジル、アメリカ等の人々である 1−2)。神戸市（1993 年）では約 4.4

万人（3％）の外国人が登録されており、国籍は韓国・朝鮮、中国、アメリカの順であっ

た 1−3)。	

	 居住地域は国籍によって特定の地域に集住しており、長田区には韓国・朝鮮、ベトナ

ム、フィリピンの人々が、中央区には中国、インド、フィリピンの人々が、灘区、東灘

区、芦屋市、西宮市の山手にはアメリカ人が暮らし、中国を中心とする留学生たちは大

学に近い東灘区に暮らしていた。これらの外国人も震災によって大きな被害を受けた。	

この地震により、約 180 名の外国人死者が出ており、主に神戸市に集中した。長田区

が 59 名で最多であるが、死者数に占める外国人の割合を見ると、中央区が最も高かっ

た。また、国別に見ると、韓国・朝鮮人が 112 名で、中国人が 44 名である。60 代が 32

人で最も多かったが、各年齢層で外国人が占める割合を見ると、日本人の死者に比べ

て、若い人が多く、30 代の死者の約 8％が外国人だった（表 1−1）。家賃の安い木造住

宅に住んでいる留学生や働きざがりの人たちが犠牲になっている 1−4)。その中に、日本語

を話すことができない外国人被災者も多数いた。	

表 1−1 阪神・淡路大震災における外国人状況 1−4) 

①兵庫県における地震被害 

地域 世帯数 人口 

外国人の状況 外国人の人的被害 

外国人登

録者数 

外国人の

比率 

外国人死

者数 

死者中の外国

人の比率 

兵庫県全体 1,927,156 5,526,689 99,886 1.81%   

兵庫県被災地合計 1,337,381 3,598,971 80,867 2.25% 173 3.19% 

神戸市 578,634 1,518,982 44,383 2.92% 151 3.94% 

  東 灘 区 77,077 191,540 4,013 2.10% 22 1.71% 

  灘 区 55,397 124,891 3,607 2.89% 17 2.03% 

  中 央 区 52,271 111,536 10,655 9.55% 25 12.14% 

  兵 庫 区 53,326 117,918 3,050 2.59% 7 1.67% 

  長 田 区 53,284 130,466 10,308 7.90% 59 8.03% 

  須 磨 区 66,220 188,863 5,423 2.87% 14 4.12% 

  垂 水 区 87,242 237,781 2,929 1.23% 3 150 

  北 区 70,766 216,036 2,560 1.18% 2 100 

  西 区 63,051 199,951 1,838 0.92% 2 100 

明石市 99,243 83,668 3,060 3.66%  0 

尼崎市 193,337 492,793 13,989 2.84% 1 3.70% 

西宮市 163,785 424,101 6,919 1.63% 10 0.99% 

芦屋市 33,916 86,862 1,698 1.95% 3 0.74% 

伊丹市 66,992 189,767 3,694 1.95% 1 9.09% 

宝塚市 73,119 206,641 3,453 1.67% 2 2.30% 

川西市 47,935 143,558 1,677 1.17%  0 

加古川市 80,420 252,599 1,984 0.79% 1  

その他     5  
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②国籍別外国人死者数 

国 籍 死者数 

韓 国 ・ 朝 鮮 112 

中 国 44 

ブ ラ ジ ル 8 

ミ ャ ン マ ー 3 

ア メ リ カ 2 

フ ィ リ ピ ン 2 

ア ル ジ ェ リ ア 1 

オーストラリア 1 

ペ ル ー 1 

合 計 174 

 

③年齢層別死者数と外国人の占める割合 

 
合計 

（人） 

外国人死者数 

（人） 

外国人が占める割合 

（％） 

0〜10 249 10 4.0 

10 代 310 4 1.3 

20 代 470 28 6.0 

30 代 261 20 7.7 

40 代 468 20 4.3 

50 代 814 24 3.0 

60 代 1,061 32 3.0 

70 代 1,029 29 2.8 

80 代 736 7 1.0 

90 代 95  0 

全体 5,493 174 3.2 
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②阪神・淡路大震災における災害対応 

	 「阪神大震災と外国人」1−5)を参照に、自助、共助、公助の視点で、表 1−2 のように、

外国人被災者への災害対応について整理した。	

	

表 1−2 阪神・淡路大震災における災害対応の一覧 

 支援主体 活動概要 

自助 

オールドカマーの組織（在日本

大韓民国民団や在日本朝鮮人総

連会、華僑総会等） 

日本全国各地から支援を得ながら救援活動を行なった 

外国人が運営する学校や神戸ク

ラブ等の外国人が利用する施設 
避難所の機能を果たした 

モスク イスラム教徒への救援・避難をサポートした 

神戸地区中国人留学生連誼会 中国留学生の安否確認、救援活動を行なった 

共助 

外国人地震情報センター 13 言語で対応する母国語ホットラインの開設 

カトリック教会 外国人への救援活動、物資の配給等の支援 

神戸学生青年センター 留学生への経済的支援の提供 

公助 

兵庫県県警 外国人相談コーナーの開設 

兵庫県 緊急時外国人特別相談窓口の開設 

神戸市 こうべ地震災害対策広報 

兵庫県国際交流団協会 「Kiss FM KOBE」で多言語の放送 

 

• 自助 

	 外国人被災者も自ら災害時のボランティアになり、救援活動を行った。日本に長年暮

らし続ける「オールドカマー」たちは、地域に根差した組織を作っており、それをベー

スに活発に活動した。また、外国人が運営する学校や外国人が利用する施設は、避難所

として機能し、国籍に関係なく被災者を広く受け入れた。また、神戸地区には中国人留

学生連誼会のような外国人ネットワークも多数存在し、同国同士の安否確認、母国語の

情報提供のような自助活動に取り組む他に、地域のボランティア活動にも参加し、地域

と助け合う姿が見られた。	
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• 共助 

すべての災害情報は日本語のみで発せられ、日本語が不自由な外国人は、必要な情報

を正確かつ迅速に入手することができなかった。このような問題を解決するため、「外

国人地震情報センター」が設置された。外国語による情報提供や相談対応を実施し、１

月 22 日から 6 月 15 日までの間に最大 13 言語で計 22,300 部のニュースレターを発行、

929 件の電話相談に応じたが、居住に関する相談が多かった（表 1−3）。	

その他、カトリック教会は震災に対しても路上生活者への夜回りや外国人への支援に

重点を置く活動を展開した。また、神戸学生青年センターは、住居が全壊・半壊した留

学生へ生活費を支援した。	

表 1−3 外国人地震情報センターの相談内容 1−5) 

	

	

• 公助 

	 震災後、兵庫県県警は兵庫県と神戸市に先駆け、外国人相談コーナーを開設し、24 時

間体制で外国人に情報を提供すると共に、相談事業も行った。10 人の県警指定通訳員に

より、英、韓国・朝鮮、ロシア、スペイン、中国各言語で問い合わせに対応し、1995 年

3 月 17 日までに約 2000 件近い問い合わがあった（図 1−2）。相談内容は、安否確認、生

活不安、一時帰国に関することが多かった。	

	 兵庫県は「緊急時外国人特別相談窓口」を設置し、神戸市は「こうべ地震災害対策広

報」を出し、兵庫県国際交流団協会が「Kiss	FM	KOBE」で英語、スペイン語、ポルトガ

ル語で放送した。	

 

図 1−2 外国人相談事項 1−6）  
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（三）外国人への防災支援の現状 

2014 年 9 月 11 日に、公益財団法人神戸国際協力交流センターにおいてヒアリング調

査を行い、神戸市の国際交流事業や防災支援、外国人防災の現状について調査した。	

①調査時の神戸市の人口状況 

神戸国際協力交流センターは、神戸市の在住外国人を対象に支援を行っている。神戸市

（2014 年）には、4.4 万人（約 2.9％に占める）1−7）の外国人が在留しており、阪神・淡

路大震災の時と比べ、減少した。その中の約半分が特別永住者であり、長期滞在者が多い。

また、南米系の外国人が減少しており、長田や三宮に集中的に居住している。	

②公的国際交流団体の防災支援 

神戸国際協力交流センターは、「神戸市国際化推進大綱」に基づき、神戸市が持つ国際

性をより高めていくため、a.開発途上国に対する国際協力事業、b.市民の国際交流と多文

化共生社会の実現を目指す事業、c.留学生支援事業を重点に推進している。	

防災に関する事業は、国際協力事業において、コミュニティ防災研修や、自然災害か

らの復興計画研修に取り組んでおり、国際交流・多文化共生事業において、（防災情報

を含む）情報収集・提供や災害時通訳翻訳ボランティア事業に取り組んでいる。	

コミュニティ防災研修は、住民主体の自主防災組織の設立やコミュニティ防災活動を

推進する開発途上国の行政官を神戸市に招聘して、1995 年の阪神・淡路大震災の経験・

反省を踏まえて始めた神戸市独自の取組みである「防災福祉コミュニティ（防コミ）」

の実例を教授する 6 週間の研修を行う。本コースでは行政機関の対応である「公助」に

は限界があるとの認識に立ち、「自助・共助」の必要性・重要性を理解し、自国のコミ

ュニティにおける防災活動を推進する具体的手法を習得し、災害時に活用していくこと

を目指す。	

神戸市では全国で最も早い段階（2007 年 12 月）で、国際交流団体と神戸市役所が災

害時支援センター設置・運営の協定を結びた。	

また、近畿地域内のボランティアネットづくりも一番早く行われた。近畿地域には、

災害時言語ボランティアのシステムがあり、平時からお互いに研修・協力をしながら、

災害時の実戦力をつけるとのことであった。	

さらに、日本語教室で防災教育を行ったり、防災カードの作成・配布を行ったりして

いる。2013 年度に、消防学校と連携し、80 人前後の外国人が防災訓練に参加した。	

阪神・淡路大震災の教訓として、外国人への多言語の情報伝達が重要と考えられており、

特に災害時に外国人への支援ができるボランティアが必要とのことである。しかし、現状

では、地震以外の災害についての支援が整っておらず、長田地域以外は、区役所との連携

がまだ不十分と見られ、今後の改善が求められている。	
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1.2 東日本大震災 

東日本大震災では、41 人 1−8)の外国人が犠牲となり、災害救助法が適用された市町村に

居住していた外国人は約 7.5 万人であった。	

（一）研究方法	

仙台市を対象に、東日本大震災時の人口構成や被災状況等を地域単位で整理した上で、

外国人集住地域の特徴を捉える。	

まず、外国人人口は 2010 年国勢調査小地域データ 1−9）を、町丁目境界データは統計 GIS

（2010 年国勢調査小地域）1−10)よりダウンロードして整理した（飛び地と同名の町丁目は

併合）。建物延べ床面積に対する各人口を「人口密度」として、市の総人口に対する各人

口を「人口割合」として、町丁目単位で整理した。	

また、建物データを用い、住宅系建物の重心に町丁目単位の人口を延床面積の割合で按

分し（１住宅あたり人口）、250m メッシュに格納した（250m メッシュ人口）。次に、東

日本大震災の被災の範囲として、東北地方太平洋沖地震の地震動分布 1−11)、東北地方太平

洋沖地震に伴う津波被災マップ 1−12)を用い、町丁目及び避難施設単位で災害に遭遇した人

口を推計し、三条中学校（指定避難所）周辺地域について考察を行う。図 1−3 に算定フロ

ーを示す。	

	

	

	

	

図 1−3 災害に遭遇した人口算定のフロー 
  

250m"! #����� ���������

���������

�	���
$	���%� ����%

����%
�����&�
������


�� ���

���	�����



第一章 被災地の経験と教訓 

 

	 23 

（二）災害に遭遇した人口の算定 

①仙台市の外国人人口 

仙台市は東北地方で最大の都市であり、2015 年現在の人口は約 105 万人である。仙台

市の在住外国人は約 1 万人前後、震災後、人口が減少したが、現在は回復している（図 1

−4）。国籍は多様で、中国・台湾、韓国・朝鮮、ベトナムが上位 3 カ国で、在留資格を見

ると、在住外国人は「留学生」が全外国人の 2 割を占め最も多く、次いで「永住者」とな

っている 1−13)。	

2010 年国勢調査小地域データを GIS で整理し、仙台市の外国人人口分布を概観した。

2010 年の外国人人口は 7,360 人で、総人口の約 0.7%を占める。外国人人口の密度と各町

丁目の総人口に占める割合を図 1−5、図 1−6 に示す。外国人人口は青葉区の東部に集中し

ており、人口割合の高い地域も主にこのエリアに集中している。宮城野区の西部と沿岸部、

太白区の中心部に外国人人口密度や人口割合が高い地域も確認された。	

外国人が多い青葉区の東部地域には、東北大学等の大学や、東北大国際交流会館等の学

生寮が立地し、周辺に多くの留学生が居住している。外国人は同胞と集団行動を取ること

が多いため、国際交流活動や地域イベントは外国人人口が多い高密度地域で行いやすい

と考えられる。	

	

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1−4 在住外国人人口推移と対総人口の割合 
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図 1−5 仙台市外国人人口密度 

 

 
図 1−6 仙台市外国人人口割合 

 
  

青葉区 

太白区 

泉区 

若林区 

宮城野区 

青葉区 

太白区 

泉区 

若林区 

宮城野区 



第一章 被災地の経験と教訓 

 

	 25 

②災害に遭遇した人口の算定 

東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）の仙台市内最大震度は、宮城野区で震度 6 強で

あった。地震により津波も発生し、津波の推定高さは 7.2m に達した。仙台市では、東部

沿岸地域において津波被害を、丘陵部地域において宅地被害が生じ、平成 25 年 2 月 28 日

時点で、死者は 984 名、行方不明者は 30 名、重傷者は 276 名となり、約 14 万棟の住家が

全半壊となった 1−14)。	

• 地震 

東北地方太平洋沖地震の地震動分布データと人口データを重ねあわせ、地震に遭遇し

た人口を推計し、総人口から外国人人口を減じ、日本人人口を求め、震度別に対各総人

口の割合を計算した。結果を図 1−7 に示す。	

震度 6 弱の観測点は市域で多く分布するが、若林区のほぼ全域と宮城野区の約半分、泉

区の一部が震度 6 強となった。ほとんどの人口は震度 5 強以上にさらされ、震度 5 強以

上の日本人被災人口は約 103.9 万人、外国人被災人口は約 7,357 人である。日本人人口の

約 2 割、外国人人口の約 1 割が震度 6 強以上に曝された。	

 

図 1−7 震度分布毎の地震に遭遇した人口割合 

• 津波浸水 

東北地方太平洋沖地震に伴う津波被災マップを参考に、津波浸水区域を GIS データ化

し、人口データと重ねあわせ、区域内の日本人と外国人の津波に遭遇した人口とその割

合を概算した。結果を図 1−8 に示す。	

浸水区域は主に宮城野区、若林区の全ての沿岸部、太白区の一部と川沿いに分布してい

る。日本人の被災人口は約 2.2 万人で、日本人人口の約 2.1％を占める。外国人の被災人

口は約 70 人、外国人人口の約 1％を占めている。	

 

図 1−8 津波区域内の津波に遭遇した人口割合  
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③三条中学校についての考察 

仙台市では公立小中学校が避難所に指定されている。ここでは、最寄りの指定避難所へ

避難すると仮定し、避難所データ 1-15)	を用い、GIS で指定避難所（195 箇所）の分布を基

にボロノイ図（図 1−9）を作成し、各領域の人口を計算した。また、各エリアにおいて、

総人口に占める外国人人口の割合を求めた。表 1−4 に避難所区域別の外国人人口密度と

外国人人口割合（上位 5 エリア）を示す。外国人の人口密度と割合が高いエリアは主に青

葉区にあり、三条中学校エリアは外国人人口密度も割合も最も高い。	

三条中学校の周辺地域（図 1−10）は震災で震度 5 強から 6 弱の揺れが発生した。東北

大の留学生寮（三条第一会館、三条第二会館、UH 三条、UH 三条Ⅱ）が隣接し、居室数が

合わせて 230 室ある。しかし、前述したように、災害の直後、最大約 500 人の外国人が

集まり、地域住民、特に援護が必要な高齢者を受入れられなくなり、近くの北山市民セ

ンターに移動した 1−16)。また、外国人が避難できる場所があるという情報が広がり、居

住地域にかかわらず、多くの外国人が三条中学校に避難した。	

今後の災害において、特に外国人が集中して暮らす地域では、同様の事態が生じる可能

性があり、事前に外国人ニーズや実態を把握することが望ましい。	

 

表 1−4 外国人人口密度と人口割合 TOP5 エリア 

外国人人口密度の TOP5 

NO 
避難施設 

(学校名) 
所在地 収容人数 総人口 外国人人口 

外国人人口密度 

(人/ha） 

1 三条中 青葉区三条町 5000 6590 576 7.83 

2 五橋中 青葉区五橋 3400 8302 203 4.64 

3 片平丁小 青葉区片平 1900 6147 264 3.99 

4 幸町南小 宮城野区幸町 5100 7522 166 3.93 

5 茂庭台小 太白区茂庭台 4300 5805 150 3.67 

外国人人口割合の TOP5 

NO 
避難施設 

(学校名) 
所在地 収容人数 総人口 外国人人口 

外国人人口割合

(％) 

1 三条中 青葉区三条町 5000 6590 576 8.7% 

2 片平丁小 青葉区片平 1900 6147 264 4.3% 

3 茂庭台小 太白区茂庭台 4300 5805 150 2.6% 

4 第一中 青葉区八幡 4700 11008 278 2.5% 

5 五橋中 青葉区五橋 3400 8302 203 2.4% 
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図 1−9 仙台市避難拠点単位の外国人曝露人口分布 

 
図 1−10 仙台市三条中学校周辺地域  
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（三）仙台国際交流協会へのヒアリング 

東日本大震災での外国人への災害サポートや震災前後の変化、震災対応のノウハウ、震

災からの教訓及び課題について、2014 月 12 月 10 日に、仙台国際交流協会へのヒアリン

グ調査を行った。以下に、その結果の概要を記す。	

①国際交流協会の取り組み 

仙台国際交流協会は、東日本大震災前から、外国人への防災支援に力を入れていた。外

国人の防災意識啓発については、多言語の地震防災啓発パンフレット、多言語防災ビデオ

の制作・配布を行い、ラジオ防災番組や、町内会防災訓練に協力している。災害時の外国

人支援については、災害多言語支援センターの運営にあたり、多言語支援センターホーム

ページや、多言語表示シートを作成した。また、平時から災害時言語ボランティアを育成

しており、東日本大震災では避難所巡回を実施した。さらに、仙台には「せんだい留学生

交流委員」という独自事業があり、同委員は普段から地域の国際交流活動に協力し、災害

時にボランティア活動に協力している。	

②東日本大震災を経験して 

東日本大震災では、平時からの関係者（留学生たち）や組織との連携・協力の経験が活

かされた。平時からのつながりをより重視することが、震災で得られた教訓である。また、

震災前後の変化については、震災前から外国人のための防災支援に取り組んでおり、大き

な違いはないが、取り組みの内容を少し変更している。例えば、避難所の運営訓練に、外

国人グループのリーダーに企画段階から参加してもらい、彼らを通じて外国人が避難所

の事情を知り、外国人の防災意識向上に取り組んでいる。	

東日本大震災で最も困ったことは、外国人に避難生活の習慣への理解が足りず、一か所

に集まり、避難所でのマナーが悪く、避難所運営に影響を与えたことである。しかし、国

際交流協会を通じ、外国人側と避難所運営側のコミュニケーションを取り、外国人も避難

所運営に協力し、留学生が大きな力になった。	

③外国人支援についての意見 

外国人への支援は、主に外国人への情報提供、つまり外国人へのインプットに関心が集

まっているが、地域防災の中核を担う日本人への、外国人対応に関する基礎知識のインプ

ットも重要である。	
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1.3 熊本地震調査 

（一）熊本地震概要 

4 月 14 日 21 時 26 分、熊本県熊本地方を震央とし、震源の深さが 11km、マグニチュー

ド 6.5 の地震が発生し、最大震度 7 を観測した。その後、4 月 16 日 1 時 25 分には、同

じ震央で震源の深さが 12km、マグニチュード 7.3 の地震が再発生し、最大震度 7 を観測

し、今回の地震の影響は山口、福岡、佐賀、長崎、大分、宮崎にも及んだ（2016 年 11

月 14 日時点）1−17）。	

特に、熊本県の被害が大きく、4 月 14 日 21 時 26 分に発生した地震は益城町で最大震

度 7 を観測した。4 月 16 日 1 時 25 分に発生した地震は県内で震度 4〜震度 7（西原村、

益城町）を観測した。死傷者数は約 2600 人であり、約 18.2 万棟の建物が被害を受けた

（全壊の住宅は約 8 千棟）。熊本市と益城町は死傷者数、建物被害が比較的多い（2016

年 11 月 22 日時点）1−18)。	

	

                     出典：気象庁より 

図 1−11 4 月 16 日 AM1：25 地震の計測震度分布 

  



第一章 被災地の経験と教訓 

 

	 30 

（二）熊本県在住外国人の概要 

	 熊本県には約 1 万人の外国人が居住しており、熊本市の外国人人口（約 5 千人）が最も

多く、阿蘇郡南小国町の外国人人口割合が最も高い（1.5％）（表 1-5）。県内に約 79 ヶ

国の外国人が住んでおり、中国籍が最も多く、約半分を占め、次いで、フィリピン、朝鮮・

韓国が多い。在留資格は、農業や工業の仕事をしている技能実習（34%）が最も多いが、

次いで、日本に長く住んでいる永住者（27%）である。また、永住者のような熊本県に生

活基盤におく外国人（特別永住者、日本人配偶者、定住者）も多く居住している 1−19)。	

	 今回の地震による外国人死者はいなかったが、各市区町村の在留外国人人口数と 4 月

16 日 AM1:25 に地震の揺れ 1−20）とを重ね合わせ、地震に遭遇した外国人人口を概算した

ところ、約 85％の外国人は震度 6 弱以上の地域に曝露されたことが分かった。	

表 1-5 外国人人口と割合 TOP10 の自治体（2015 年末） 

	

	

図 1−12 熊本県国籍別と在留資格別の外国人人口割合（2015 年末） 
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外国人人口 TOP10 外国人人口割合 TOP10 

 人口（人） 
総人口に占める割

合(%) 
 人口（人） 

総人口に占める割

合(%) 

熊本市 4743 0.6% 南小国町 63 1.5% 

八代市 1593 1.2% 長洲町 236 1.4% 

玉名市 488 0.7% 産山村 21 1.3% 

宇城市 272 0.4% 八代市 1593 1.2% 

阿蘇市 268 1.0% 阿蘇市 268 1.0% 

菊陽町 262 0.6% 氷川町 118 0.9% 

菊池市 260 0.5% あさぎり町 135 0.8% 

長洲町 236 1.4% 小国町 62 0.8% 

荒尾市 233 0.4% 高森町 55 0.8% 

天草市 217 0.3% 南関町 81 0.8% 
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（三）熊本地震における外国人の避難行動 

	 熊本県在住外国人のうち熊本地震（2016 年 4 月 14 日と 4 月 16 日の地震）を経験した

被災者を対象に、地震発生後の行動についてヒアリング調査を行い、被災者の属性（在留

資格等）をふまえ、避難行動の特徴、避難時の課題やニーズを把握した。	

	 調査は、熊本市国際交流振興事業団と熊本県の大学等の協力を得て、8 月 17 日から 8

月 21 日の期間に、熊本市国際交流会館（くらし日本語グラブ、フィリピン人妻の会）、

熊本イスラム教会にて実施した。	

①調査対象者の属性 

	 調査対象者は、熊本県在住の外国人が 34 名で、そのうち、29 名が熊本地震経験者であ

る。回答者の性別は女性 21 名、男性 8 名であり、アジア出身が多い。職業は、主婦・主

夫や学生及び大学研究者・教授、会社員、パートで、無職もいる。在留目的は、永住者や

日本人配偶者、定住者のように熊本に根ざしている外国人が約 6 割を占める。約 7 割が熊

本市内に居住しており、特に中央区が多く、熊本市外にも住んでいる。今回の地震では、

回答者の居住地で最大震度 7（益城町）、最低震度 5 弱（水俣市）を観測した（図 1−14）。	

 

1-13 対象者の国籍（N=29） 

 

震度分布の出典：狭域防災情報サービス協議会
1−21) 

図 1-14 調査対象者の居住地と震度分布  
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②在留資格に基づくグループ分け 

	 在留目的や日本での生活基盤の状況により、避難行動が異なる可能性があると考え、対

象者の在留資格を基準に 2 グループに分け、外国人の避難行動について考察した。	

在留資格と概要を表 1-6 に示す。グループ 1 には 17 名の対象者が該当し、アジア国籍

が中心で、熊本市以外にも居住している。ほとんど家族と一緒に暮らしている。一方、グ

ループ 2 は、国籍が多様で、全員が熊本市に居住しており、一人暮らしが多い。	

滞在期間を表 1-7 に示す。グループ 1 の外国人の 7 割以上は 10 年以上日本で暮らして

いる。一方、グループ 2 の日本滞在期間は全員が 10 年未満（大半が 3 年未満）である。	

 

表 1-6 グループ毎の回答者の在留資格と概要 

 

表 1-7 グループ毎の回答者の滞在期間 

 グループ1 グループ2 

20年以上 6 0 

10以上20年未満 6 0 

5年以上10年未満 1 1 

3年以上5年未満 1 4 

1年以上3年未満 2 5 

1年未満 0 1 

不明 1 1 

平均滞在年数 16.4年 2.8年 

 
  

 人数 在留資格 他の個人属性 

グループ１ 17 永住者、 

日本人配偶者、 

定住者、 

帰化者 

国籍 アジア（14 名）、 

中東、欧州、北米 

居住地 熊本市内（10 名）、 

熊本市外（6 名） 

居住形態 持家と借家が約半々。家族と同居（15

名）、一人暮らし（2 名） 

グループ 2 12 就労者、 

留学、 

就労者また留学

の家族滞在 

国籍 アジア、中東、アフリカ、欧州 

居住地 熊本市（中央区 11 名、北区 1 名） 

居住形態 全員借家、一人暮らしが約 6 割 
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	 日本語能力を図 1-15 に示す。グループ 1 は日常会話やニーズの聞き取りができる人の

割合が高く、災害時に日本語情報を理解できると言える。一方、グループ 2 は「ひらがな」

は読める人が多いが、漢字、日常会話、特にニュースの聞き取りができない人が多い。	

	 自宅・家財の被害状況を表 1-8 に示す。対象者のグループ毎の自宅の被害程度に大差

はなく、ほとんど被害を受けていない。家財の損害は「家にいられるが、かなりの家財

が散乱した」回答者と「少しの家財が散乱した」回答者が多く、グループ 1 の被害がグ

ループ 2 よりやや大きい。	

	

 
図 1-15 グループ毎の回答者の日本語能力 

	

表 1-8 グループ毎の回答者の自宅・家財の被害状況 
 グループ 1 グループ 2 

自宅の損

害状況 

半壊 1 0 

一部損壊 4 2 

被害なし 10 7 

未回答 2 3 

家財の散

乱状況 

家にいられないほど家財が散乱 2 1 

家にいられるが、家財がかなり散乱 7 1 

少しの家財が散乱 2 5 

被害なし 5 2 

未回答 1 3 
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④避難行動 

	 4 月 14 日と 16 日の地震が発生した時にいた場所、その後の宿泊場所、4 月 17 日以降

の宿泊場所（期間）に関する設問を設け、4 月 14 日から自宅に戻るまでの行動を調査し

た。その結果をグループ毎に図 1-16 と図 1-17 に示す。	

	 今回の調査では、同じ世帯に暮らすサンプルは含まれなかったため、同一行動を選択

したサンプルはない。なお、図中の矢印の太さは、同種の避難場所（行動）を選んだ人

数が多いことを表している。	

	

l グループ 1	

このグループの外国人が避難した場所は、自宅、職場、親戚宅、車、避難所（小学校

等）で、母国に戻った人もいた（図 1-16）。	

4 月 14 日の宿泊場所は自宅が多い。地震が収まり、自宅の被害が少なかったため、自

宅に戻った人が多かった。一方、16 日の宿泊場所は、地震の揺れの大きさにより避難行

動の差異が見られた。震度 6 弱以下の地域においては、自宅に戻った人が多いが、震度 6

強以上の地域ではほとんど自宅から離れ、地域の避難所や車中に避難した。17 日以降は、

自宅、車、親戚宅、地域の避難所が主要な避難場所であり、母国に戻った人もいた。	

	 グループ 1 の避難行動の特徴は、自宅周辺、あるいは親戚宅周辺の施設・場所を避

難・宿泊場所としており、日本人と似た行動と考えられる。教会のように外国人が日常

的に利用する施設や母国等へ避難した人もいた。なお、避難期間が長い 1 サンプルにつ

いては、自宅の被災度が影響しているものと考えられる。	

	

l グループ 2	

	 対象者は全て熊本市在住で、震度 6 弱〜6 強の揺れに曝された。このグループの大き

な特徴は、4 月 17 日以降は約半数が県外・国外へ移動していることである。また、就労

者と留学生及び大学教員の行動が異なり、留学生及び大学教員は「大学」での行動が多

かった（図 1-17）。4 月 14 日の地震発生後、ほとんどの対象者は自宅から職場、大学、

屋外等に避難し、地震が収束したころ、約半数が自宅に戻った。しかし、4 月 16 日の地

震後、ほぼ全員が自宅から離れ、職場、大学、地域の避難所等に避難し、この時点で熊

本から離れた人もいた。その後、さらに県外や母国に戻った人が増えた。	

	 このグループの外国人は、一人暮らしが多く、震災後、友人・知人の誘いで大学や職

場、外国人施設に避難し、日本人やグループ 1 の外国人と異なる行動が見られた。特に

留学生らが大学に避難し、大学が避難所としての役割を担った。	
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⑤避難場所での状況 

	 「宿泊場所で困ったこと」に関する設問を設け、グループ毎の宿泊場所での問題・課

題を整理した。在留資格に関わらず、地震に対する不安・恐怖、ライフラインの停止等

に関することに支障を感じており、日本人と似た問題・課題と言える。また、言語問題

や、孤独感等の外国人特有の課題も確認された（表 1-9）。	

日本人配偶者として来日し、日本語があまりできない対象者は、地域の避難所で外国

人であることに孤独を感じた。日本人配偶者は家族との繋がりが強く、それ以外の繋が

りが薄いと考えられ、災害時に孤立する可能性があり、言語支援の以外に、メンタルケ

ア等の配慮も必要である。そのため、地域の防災組織や地縁組織は、事前に地域内の外

国人の居住状況を把握し、災害時に孤立させないための言語や生活の支援を提供するこ

とが有用であろう。	

	 また、日本語が分からず困った人もいた（3 名）。言語が分からない外国人に対し

て、多言語情報の提供が有効な解決方法であり、現状では公的団体と通訳協力組織のホ

ームページでの情報を公開することと（要請に基づき）支援団体から通訳者派遣等を行

っているが、事前に外国人が集中する可能性のある避難場所を把握できれば、その施設

と連携し、より効率的に情報伝達ができると考えられる。	

	

表 1-9 宿泊場所での外国人特有の問題・課題	

 

  

避難場所 問題・課題 個人属性 

指定避難所 

（小中学校） 
孤独を感じ、不安だった 

日本人配偶者（主婦） 

アジア、日本語ができる、 

家族と同居、 

指定避難所 

（小中学校） 
日本語の案内が分からなかった 

学生 

アジア、滞在期間約 3 年半、日本語ができない 

熊本市内に家族と同居 

大学 言語 

学生 

アフリカ、滞在期間約 1 年 

日本語があまりできない 

熊本市内に一人暮らし 

大学 隣人の案内が聞き取れなかった 

学生 

アフリカ、滞在期間約 4 年、日本語ができない 

熊本市内に一人暮らし 



第一章 被災地の経験と教訓 

 

	 37 

⑥熊本地震調査の結論と課題 

	 今回の調査から以下の結論と課題を得た。	

外国人の避難行動について、在留目的により、外国人の避難行動が異なる。	

①熊本県に生活基盤を置く外国人（永住者や日本人配偶者等）は、熊本県内で避難した

割合が高く、日本人と似た避難行動と言える。	

②仕事や留学で来日している外国人の多くは、県外へ避難し、母国に戻った人もいた。

しかし、震災直後は、居住地周辺の公園、駐車場、大学、日常的に利用する施設などに避

難した。	

外国人は多様な避難行動を取ると考えられ、特に短期滞在の外国人にとって、所属機関

（大学・職場）、日常的に利用する施設（教会）等は外国人が集まる避難場所になる可能

性が高く、支援拠点としてのポテンシャルを有する。	

また、避難場所での状況について、日本人と同様にライフラインの停止等の心配があ

るが、避難所での孤独感、言語等の問題が外国人特有の課題であり、これらの課題を考

慮した外国人への支援が求められる。	

	 なお、今回の調査では、技能実習生の行動とニーズが把握できていない。今後の検討

課題としたい。 
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1.4 外国人の避難場所と支援拠点 

一連の調査から、指定避難所以外に外国人が集まった避難場所（大学、教会）を把握

できた。これらの場所において、公的・民間の外国人支援団体や、大使館、エスニック

レストラン、外国人の自主グループ等の団体・組織は、物資の配給や、情報の提供、退

避サポート等の支援を行った。これらの場所は、外国人支援の拠点としても機能した。 

また、現地でのヒアリング・インタビュー調査により、上述した場所以外に、国際交

流会館等の公共施設や、JICA等の外国人支援団体の施設も外国人の避難場所・支援拠点
として機能したことを把握した。 

これらの場所を活用することで、より効果的な支援ができると考えられる。表1-10
に、外国人の避難場所・支援拠点になる可能性を有する場所・施設を示す。 

 
表 1-10 外国人の避難場所・支援拠点の可能性 

凡例：△可能性やや有；○可能性有 

  

 利用者 避難場所 支援拠点 役割 

所属機関 大学等 学生とその家族 ○ ○ 共助 

職場 就労者とその家族 ○ ○ 共助 

外国人がよ

く利用する

施設 

宗教施設 教徒 ○ ○ 
自助 

共助 

エスニックレスト

ラン 
国籍限定の可能性有 △ ○ 

自助 

共助 

外国人支援

団体の施設 

公的団体 無制限 ○ ○ 公助 

専門機構 対象者制限の可能性有 ○ ○ 
公助 

共助 

民間団体 普段の利用者 △ ○ 共助 

大使館等 国籍限定 △ ○ 外国支援 

避難所 

外国人集住地域に

立地 
留学生や就労者等 ○ ○ 共助 

一般の避難所 永住者、日本人配偶者等 ○ △ 共助 
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（一）外国人の所属機関 

前述のように、滞在期間が短く、地域とのつながりが薄い留学や就労者等の外国人が日

常的に通っている大学や職場に、震災直後に外国人が集中する可能性が高い。 

外国人が集まる場所では、行政からの災害や交通等の情報をより効率的に伝達できる

メッリトがある。また、通訳できる人材もいる可能性があり、言語がわからない外国人に

とって支援団体からの通訳者を待つ必要がない。このように、外国人の所属機関は外国人

の避難場所及び支援拠点として機能する要件を備えている。 

阪神・淡路大震災と東日本大震災においては、大学が避難所として機能した事例は確認

できなかったが、大学の留学生課等の部局が留学生の安否確認等の支援に取り組んだ。 

熊本地震においては、留学生が多い熊本大学が、避難所と支援拠点として機能した。熊

本大学は地震が発生した後に、一時避難所として体育館等の施設を開設し、最大で約2,800
人の学生や地域住民を受け入れ、熊本大学の留学生がボランティアに参画して、外国語に

よる対応も実施した。大使館や、JICA、公的団体、NPO等の11機関と連携し、留学生への
支援、避難支援及び各種相談対応を行った1-22)。大学は災害時に外国人への重要な避難・

支援拠点であることが確認された。 

 

（二）外国人が日常的に利用する施設 

主に外国人を対象とした宗教施設やエスニックレストランは、災害時に、母国語での

情報提供ができ、また外国人の宗教や食文化・習慣に合った支援が可能と考えられる。 

阪神・淡路大震災では、カトリック教会やモスク（イスラム教の礼拝所）が外国人被

災者の救援等の活動に取り組んた。 

熊本地震では、熊本イスラミックセンターが外国人への支援拠点として機能した。地

震発生後、教会の責任者（10人）は教会に泊まり、教徒への外国語での情報提供や物
資、特に宗教習慣にあう食事を提供した。また、教会のネットワークやSNS、ホームペ
ージを介して、全国から支援が届き、外国人のみならず地域住民や友好団体にも物資を

転送した。 
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（三）外国人支援団体の施設 

外国人を支援する団体は多様で、これらの団体は外国人への災害支援を行うが、外国人

の避難場所になるかどうかは団体の実情により状況が異なる。 

①公的団体 

国際交流協会等の団体は、自治体の多文化共生推進の一翼を担い、平時は国際交流や外

国人住民の生活支援などの活動を行っており、災害時に公的支援の主要な担い手として、

外国人への災害支援も行う中間支援組織である。国際交流協会の施設は、外国人のみなら

ず、一般の住民も利用できる。 

阪神・淡路大震災や東日本大震災では、国際交流団体が災害時多言語情報センターを立

ち上げ、外国人の相談窓口の開設や災害情報伝達に取り組んだ。 

	 熊本地震では、熊本市国際交流会館が熊本市地域防災計画（平成27年風水害編）に基づ
き、外国人避難対応施設として1～2階に避難者を受け入れた。4月15日未明に韓国籍のイ
ンターンシップ生と近くに住む日本人が会館に避難した。16日の朝、外国人旅行者（約80
人）が、早く熊本を出たいと相談に来たため、タクシーを手配している。16日夜には、約
40名の外国人（中国、韓国、台湾、バングラデシュ等）避難者を受け入れた。その後、24
時間の避難所運営は4月30日まで続いた。避難スペースの提供以外に、多言語情報の提供
や避難所の巡回、外国人のための生活相談会等の支援を行っている。	

しかし、すべての国際交流協会が熊本市国際交流会館のような施設やスタッフ、ネット

ワークを有しているとは限らない。しかし、日常的に外国人を対象としたイベントや日本

語教室などが行われていることから、外国人の支援拠点としてのポテンシャルを有して

おり、災害時の活用が期待される。	

	

②その他 

熊本地震では、JICA九州センターが、地震発生後に、JICAの研修員等を受け入れ、生活
物資等を提供した。JICAのような専門機構は、関係者に対し災害支援を行い、避難場所を
提供できる可能性を有すると言える。 

既往災害では、NPOやボランティア団体等の民間団体も、外国人の支援拠点として機
能している。特に、専用スペースを有する場合は避難場所として機能する可能性があ

る。また、公的国際交流団体の施設や職員数には限りがあり、支援できる範囲（場所）

も限られるため、民間団体の活躍が期待される。例えば、熊本地震の場合、益城町で活

動している国際交流団体益城町インターナショナルクラブは、地震発生後に外国人住民

の安否を確認し、必要な情報や物資を届けた。 
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（四）大使館 

大使館は他の支援団体と異なり、災害時に避難場所になる可能性は高くないが、自国

民への情報提供、安否確認、退避支援等のサポートを提供する重要なステークホルダー

である。 

川崎ら1−23）の既往研究によれば、東日本大震災後、各国政府が出した勧告を、「特定

地域からの退避」、「特定地域への渡航制限」、「日本からの退避」、「日本への渡航

制限」の4つに分類し（表1−11）、大使館の自国民に対する災害対応を提示ている。 

	 熊本地震では、インドネシア人が東京の大使館に避難した。また、中国大使館福岡領

事館はバスを手配し、4月17日から22日までに、計7便のバスで約130名の外国人（中国留
学生、他国籍の留学生、一般の中国人等）を福岡まで移送した。 

 

表1−11 東日本大震災後に各国政府が出した勧告の概要1−23） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（五）指定避難所 

地域の指定避難所は学校等の公共施設で、主に自治会や町内会（地縁組織）が運営する

が、地縁組織に外国人住民が加入していないことも多い。外国人支援団体や、外国人の自

主グループ等の団体・組織とともに、外国人へのサポートを行う体制づくりが望まれる。 

東日本大震災と熊本地震の調査で、留学生寮などが立地する外国人集住地域の避難所に

は外国人が集中する可能性が明らかとなった。この経験を踏まえ、外国人住民や、外国人

の受け入れ先（学校、勤務先）、外国人支援団体、外国人自主グループ等が避難所運営に

参画する体制が望まれ、普段から顔が見える関係を構築することが重要であろう。一方、

外国人が少ない地域の避難所では、外国人が孤立する可能性があり、配慮が必要である。 
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1.5 まとめ 

本章では、阪神・淡路大震災、東日本大震災、熊本地震などの既往災害の教訓・経験を

把握するため、文献調査やヒアリング調査を通じ、外国人の避難実態や災害時対応等の経

験・教訓を整理した。表1−12にその概要を示す。	

表1−12 調査概要 

 阪神・淡路大震災 東日本大震災 熊本地震 

被災 
状況 

・マグニチュード7.3 

・外国人死者約180名  

・マグニチュード9.0 

・外国人死者41名  

・マグニチュード6.5と7.3 

・外国人死者なし  

外国人
概要 

・4.2万人（2.8%） 

・特別永住者が約半分 

・約1万人（1%） 
・留学生約3割  

・約1万人（0.4%） 

・技能実習と永住者が約6割 

経験・ 
教訓 

・公助の限界があり、自助・
共助が必要 

・多言語情報伝達が必要 

・外国人集住地域は外国人が
集結する可能性がある 

・多文化共生避難生活の構
築が必要 

・多様な避難行動を取る可能
性がある 

・指定避難所以外に集まった
場所がある 

	

また、以下の課題を得た。	

l 	 外国人の在留目的や日本での生活基盤の状況により、多様な避難行動を取る可
能性を示し、被災地外に退避する外国人がいる一方で、日本人と同様に被災地内

で避難生活を送る外国人がいる。 

	 外国人に適切な支援を提供するため、外国人人口の属性等を類型化し、類型化

毎に対応することが必要と考えられる。 

l 	 外国人集住地域は災害時に外国人が集結する可能性がある。一方で、都市部以
外では外国人が少なく孤立する可能性がある。 

	 外国人が集結する可能性がある場所において外国人への対応を強化するため、

また、外国人が散在している地域において孤立させないため、防災行政機関や支

援組織は、事前に外国人の人口分布等を把握する必要があり、その上で、外国人

支援の施策・計画が求められる。 

l 	 指定避難所以外に外国人が集まった避難場所を把握し、外国人を支援する拠点
になりうる場所・施設の特徴を示した。防災行政機関や地縁組織はこれらの団体・

組織と連携することが望まれる。 
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概要 

	 前章の既往災害の教訓から、外国人は在留目的等により、多様な避難行動を取る可能

性があり、防災行政機関や支援組織は、事前に外国人の人口分布等を把握する必要があ

る。その上で、外国人の特性を類型化し、類型化毎に外国人支援を計画・施策し、外国

人に適切な支援を提供することができることを提示した。それに従い、外国人の人口特

性と外国人への防災支援の実態を把握しながら、これらの関係性を整理することが必要

と考えられる。	

	 日本には約 223 万人の外国人が居住しており、国籍や在留資格も多様であるが、外国

人の分布や特性を把握するためには、主成分・クラスター分析等の社会統計分析を用い

れば、類似の地域を分類することができる。その上で、災害危険性の指標を加え、類型

化を行えば、類型毎に求められる防災支援の対策が異なることが確認できる。	

	 その一方、マクロスケールで外国人への防災支援、特に公助の現状を把握するため、

地方自治体の防災部門での対策（地域防災計画）と国際部門での対策（国際交流団体の

防災事業）の整理が必要であり、それをふまえて、類型毎の実施状況や、外国人支援の

課題を把握することができる。	

	 以上のように、本章では、既往災害の教訓をふまえ、マクロな視点から、各地域の課

題やニーズ、防災支援の実態を把握するため、外国人の人口特性や災害危険性に基づき

地域を類型化し、類型毎に公的支援の実施状況を整理した。	
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2.1 外国人特性と分布に関する分析 

（一）外国人人口特性 

	 2015 年は約 223 万の外国人が日本に居住しており、総人口の約 2％を占める。図 2-1

に示したように、在留外国人人口は主に三大都市圏に多く分布している。	

	

	
＊登録・在住外国人の人口統計（法務省）に基づく作成 2-1） 

図 2−1 総人口と外国人総人口の散布図（2015 年末） 
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	 約 200 ヵ国・地域の外国人が日本に暮らしており、そのうち、アジア人が約 8 割であ

り、特に中国・台湾が最も多い。国籍が異なり、その国の習慣や文化、言語についての

配慮が必要である。	

	 既往災害から、ハラール食以外は口にできない、１日 5 回のお祈りを欠かさないイス

ラム教徒は、指定避難所で他の被災者に比べて、かなり不便な生活を過ごしたケースが

ある。避難所運営側や、支援組織、地域住民が、イスラム文化を知っていれば、イスラ

ム教徒にスムーズに対応できるだろう。	

	

	
図 2−2 大州別の外国人人口割合（2015 年末） 

	
＊登録・在住外国人の人口統計（法務省）に基づく作成 2-1） 

図 2−3 上位 5 ヶ国・構成比 6%の国の割合（2015 年末） 
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	 在留資格は 28 種類あり、長期滞在の外国人は約半数を占めており、留学生と技能実習

生が続いている。在留目的により、対策の内容や実施方法も異なると考えられる。	

	 例えば、第一章で示したように、永住者や日本人配偶者等の日本に定住を目的している

外国人は、災害時に日本人住民と同様に住宅や、労働等の問題を抱えることがあるが、留

学生や就労者のような滞在期間が短い外国人は、日本語の不自由さによる問題や帰国など

で困っていることがある。これらの状況に配慮した外国人支援対策を望まれる。	

	

特殊：外交、公用 

短期：短期滞在（90 日以下） 

中短期（最長 5 年）： 

教授、芸術、宗教、報道、高度専門職、経営・管理、法律・会計業務、医療、研究、 

教育、技術・人文知識・国際業務、企業内転勤、興行、技能、技能実習、文化活動、 

短期滞在、留学、研修、家族滞在、特定活動 

日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者 

長期滞在（無制限）：永住者、特別永住者 

 

	
図 2−4 在留資格別の割合（2015 年末） 
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（二）外国人人口特性に基づく分布 

	 外国人の特性とその分布の関係性を把握するため、国籍と在留資格を指標に、主成

分・クラスター分析を用い、分類を行った。表 2−1 に示したデータを用い、表 2−2 のよ

うに主成分負荷量及び寄与率の結果を得た。	

	
表 2−1 データの構成 

データ構成 

人口

指標 

総人口密度 都道府県別の可住面積に割る総人口 

外国人人口割合 都道府県別の総人口に占める外国人人口 

国籍 

アジア 都道府県別の外国人人口に占めるその他アジア人口 

ヨーロッパ 都道府県別の外国人人口に占めるヨーロッパ人口 

北米 都道府県別の外国人人口に占める北米人口 

南米 都道府県別の外国人人口に占める非ブラジルの南米人口 

在留

資格 

技能実習 都道府県別の外国人人口に占める技能実習人口 

留学 都道府県別の外国人人口に占める留学人口 

永住者 都道府県別の外国人人口に占める永住者人口 

特別永住者 都道府県別の外国人人口に占める特別永住者人口 

定住者 都道府県別の外国人人口に占める定住者人口 

	
表 2−2 主成分負荷量及び寄与率 

主成分負荷量 中短期滞在（アジア系） 大都市・長期滞在 非アジア 

変 数 主成分 1 主成分 2 主成分 3 

永住者 -0.752 -0.143 0.187 

特別永住者 0.280 0.532 -0.530 

留学 0.615 0.358 0.380 

技能実習 0.340 -0.772 -0.277 

定住者 -0.963 -0.077 0.024 

アジア 0.809 0.096 -0.440 

欧州 0.425 0.120 0.617 

北米 0.422 -0.021 0.684 

南米 -0.946 -0.103 0.061 

総人口密度 -0.085 0.847 -0.017 

外国人人口割合 -0.644 0.672 -0.053 

固有値 4.398 2.237 1.586 

寄与率 39.98% 20.33% 14.41% 

累積寄与率 39.98% 60.31% 74.73% 
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	 また、表 2−2 の結果に基づき、クラスター分析も行い、表 2−3 のように、3 つの地域

を得た。	

	 クラスター1 は、アジア出身の中短期滞在の外国人が居住している地域である。例え

ば、調査地である熊本県はアジア出身の技能研修生が多く暮らしている。	

	 クラスター2 は、非アジア出身の外国人が居住している地域である。例えば、静岡県

のように、ブラジル人が多く居住している地域（浜松市）がある。	

	 クラスター3 は、多様な外国人が居住している地域である。例えば、兵庫県や神奈川

県のように、総人口も外国人人口も多い地域で、定住者や就労者、留学生等の外国人が

多く居住している。	

	

表 2−3 主成分負荷量及び寄与率 

  
中短期滞在 

（アジア系） 

大都市・ 

長期滞在 
非アジア  

クラスターNo. 自治体数 主成分 1 主成分 2 主成分 3  

クラスター1 26 1.395 -0.612 0.050 アジア系（中短期滞在） 

クラスター2 13 -2.945 -0.369 0.101 非アジア系 

クラスター3 8 0.252 2.590 -0.329 大都市混在型 

	

	

図 2−5 外国人人口特徴に基づく分類 
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2.2 外国人人口と災害危険性をふまえた地域類型化  

（一）地震危険性指標 

	 地震は他の災害と比べ、突発性があり、被害額も非常に大きい。熊本地震を例として

見ると、熊本地震の被害額は熊本県と大分県において約 2 兆 4 千億～4 兆 6 千億円の試

算額で、2014 年熊本県と大分県の風水害被害額の合計値は約 2 億円である。地震災害は

より深刻な被害状況が出る可能性が高い。また、地震時と風水害時の外国人支援に共通

項も多いため、地震を対象とし、地域を分けた。	

	 地震保険料 2-2）は政府の地震調査研究推進本部が作成する震源モデルを基礎として算出

された数値であり、その基準料率は原則として一つの建物または一つの建物に収容され

た生活用動産ごとに、その建物の所在地の都道府県および建物構造区分に従っている。

都道府県は地震の危険度に応じて 5 つの地域に分類されている（図 2−6）。	

	 耐火構造および準耐火構造以外の建物の基準料率に基づき、図 2-7 のように 2 つの地

域を 2 つに再分類した。地震保険料が高い地域は首都圏、東海、四国であり、在留外国

人の約 7 割は地震災害リスクが高い地域に多く居住している。	

	

図 2−6 地震保険料基本料率と等地分類（2013 年）2-2） 

	

耐火構造および準耐火構造以外の建物（ロ構造）の基準料率により分類：	

地震保険料率が低い：2 以下 地震保険料率が高い：2 以上 

図 2−7 地震保険基準料率毎の人口割合   
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（二）分類方法と結果 

	 地震保険基準料率と外国人人口特徴のクラスター結果を組み合わせ、6 地域に分類し

た。図 2−8 は分類のイメージを示し、図 2−9 はその結果を示した。	

	 調査した対象の熊本県と宮城県はグループ A に該当し、地震災害危険性が比較的低

く、人口規模が小さくアジア出身者が多く居住している。地震災害危険性が低いと言っ

ても、2016 年には熊本県地震が発生し、このような地域でも地震対策を備えることが必

要である。	

	 神奈川県は地域グループ F に該当し、この地域は地震災害リスクが高く、国籍や在留

資格が多様であり、人口が集中している。	

  

図 2−8 地域分類のイメージ 

	

図 2−9 地域分類の結果	  
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（三）地域ごとの概要と求められる支援方策 

	 グループ毎の概要と求められる支援方策は表 2−4 に整理し、地域毎の支援方策が異な

ることを示した。	

	 グループ F は人口規模が最も大きく、外国人人口の約半分がこの地域に集中している。

また、最も財力を持っている地域であるため、外国人への対策（日本語教室の数 2-3））が

活発である。しかし、この地域の自主防災組織活動カバー率 2-4）はやや低く、防災に対す

る認識や取り組みは高くない。また、この地域は国籍や在留資格が多様であることから、

多様な対策が求められ、支援の切迫性があると考えられる。	

	 グループ A は人口規模が最も小さい地域であり、外国人への対策もあまり進まず、防

災の認識や対策も進んでないと考えられる。また、この地域においては、外国人が孤立

する危険性があるので、事前の把握が望まれる。	

	 グループ C は地域の自主防災組織活動カバー率が最も高い地域であり、そのうち兵庫

と京都は阪神・淡路大震災を経験し、地震に対する意識が高いと考えられる。ここも多

様な対策が求められる。	

	 グループ D は、少子高齢化が進んでいる地域であり、特に高齢者の割合が約 3 割を占

め、乳幼児の割合が全国で最も低い。外国人も少ない。この地域はグループ A のよう

に、外国人が孤立する危険性があるので、外国人を含む災害時要配慮者を事前に把握し

対策を備えることが求められる。	

表 2−4 グループ毎の概要と求められる支援方策 

 A B C D E F 

自治体数 22 8 4 4 4 5 

人口密度 518 733 1728 799 1371 4360 

総人口に占める外国人割合 0.7% 1.7% 1.7% 0.6% 2.4% 2.5% 

外国人総人口に占める外国

人人口の割合 
11.9% 8.2% 11.6% 1.1% 17.1% 50.0% 

乳幼児の割合 4.0% 4.0% 4.2% 3.7% 4.3% 4.1% 

高齢者の割合 27.6% 26.9% 25.7% 29.8% 24.7% 23.5% 

2013 財政力指数 2-5） 

（平均値） 
0.367 0.438 0.556 0.303 0.693 0.803 

日本語教室 

(100km あたり） 
0.6 1.5 3.2 0.8 2.1 7.2 

自主防災組織活動カバー率

（平均値） 
76.3% 84.0% 92.0% 90.3% 88.5% 78.2% 

支

援

方

策 

必要な言語 

中国語、カ

タログ、ハ

ングル等 

英語、スペイ

ン語、ポルト

ガル語等 

多様 

中国語、カ

タログ、ハ

ングル等 

英語やスペイ

ン語、ポルト

ガル語等 

多様 

孤立の危険性 ◯   ◯   

支援の担い手 
所属機関、 

支援団体等 

所属機関、 

支援団体等 
多様 

所属機関、 

支援団体等 

所属機関、 

支援団体等 
多様 

支援の切迫性    ◯ ◯ ◯ 
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2.3 地域毎の外国人への防災支援の現状 

	 地域毎の外国人への防災支援の現状を把握するため、地方自治体の防災部門での対策

（地域防災計画）と国際部門の対策（国際交流団体の防災事業）を整理した。	

（一）都道府県の現状 

①地域防災計画 

	 行政機関の防災支援は防災基本計画 2-6）に基づき整理した。地震・津波、風水害編を

中心に、外国人への対策があるところをピックアップし、表 2−5 のように、7 種類にま

とめた。	

	 全ての都道府県は地域防災計画に外国人への対策を定めている。災害の種類に関わら

ず、外国人への対策に差異がない。また、防災訓練や講座による災害危険性の周知や、多

言語の看板・標識による避難誘導、通訳ボランティアの育成・受け入れ、災害時多言語情

報提供に関する対策が多く提示されている。言語支援が中心となっている（図 2−10）。	

表 2−5 地域防災計画の分類 

項目 

災害危険性の周知：防災思想・知識、防災訓練の周知 

避難誘導：誘導体制、看板・標識の多言語化 

通訳ボランティア 

災害時多言語情報提供 

安否確認 

生活再建：災害後の相談、物資支援 

その他：医療相談、遺体の安置等 

	

	
図 2−10 地域防災計画の整理結果	  

43 39 44 44

27 28
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②国際交流団体の防災事業 

• 国際交流団体の概要 

	 全国の地方公共団体の約 4 割は多文化共生を推進するための指針や計画を策定し、全

ての政令指定都市が多文化共生の取り組みを進めている 2-7)。しかし、多文化共生は、自

治体のみでなし得るものではなく、国際交流協会のような団体が一翼を担う必要があ

り、藤代 2-8)は、「国際交流協会の利点は自治体と市民あるいは市民団体の中間に位置す

ることであり、「パイプ役」としての役割を果たせることである」と指摘し、国際交流

協会の役割を示した。自治体国際化協会 2-9）によると、全国で約 315 の地域国際化協会

があり、そのうち 62 団体（46 都道府県と 16 政令市）は総務省より中核的民間国際交流

組織の認定を受けている。平時は国際交流や外国人住民の生活支援などの活動が行われ

ており、災害時に、外国人への災害支援も提供する（図 2−11）。	

	 しかし、国際交流団体に関する文献では、岩橋 2-10）は 1979 までの国際交流団体の活動

状況と課題を分析し、全体的に国際交流団体の事業内容を紹介した。また、吉原ら 2-11）は

岩手県内の国際交流団体を対象に、「多文化共生社会事業」の実施状況について調査した。

しかし、これらの調査では、防災の視点からの整理がなかった。	

	

	

図 2−11 国際交流団体の事業内容（一覧） 
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• 防災事業の内容 

	 国際交流団体の防災事業は、地域国際化協会ダイレクトリー2-9）に基づき、防災事業の

実施状況とその内容を整理した。	

	 その方法は、毎年度の「地域国際化協会の概要」と「事業内容別一覧」を参照し、

「防災」「災害」「地震」をキーワードとして、各団体の防災事業の内容を整理した。

整理した結果は表 1 の 4 種類に分類できる。	

	 2010 年〜2015 年度、全団体の防災事業の実施状況は図 2−12 で示され、全体的に増加

している。特に東日本大震災の年から増加しており、2012 年と 2013 年は持続してお

り、2014 年と 2015 年はピークになっている。	

	 また、防災事業ごとの実施状況は図 2−13 に示す。ボランティアに関する取り組みは他

の項目より多く実施している。6 年間の変化を見ると、震災後は増加したが、2013 年度は

下降し、2014 年がピークに達し、2015 年度にまた少し減少した。多言語情報と防災講座・

訓練に関する取り組みも 2014 年度にピークに達し、2015 年度にやや減少した。その他の

取り組みは 2013 年度から減っている。4 項目の中で、情報提供に関する取り組みの増加

率が一番高く、東日本大震災後、各地で外国人への情報提供が強化された。災害時多言語

情報支援センターの設置が多く取り上げられたことが原因の一つと考えられる。	

表 2−6 地域国際化協会における防災事業 

項目 内容 

サポーター・通訳(N=62) 通訳ボランティアに関する登録、育成など 

情報提供 (N=62) 多言語の防災出版物の配布、多媒体による情報の発信など 

防災講座・防災訓練(N=62) 防災・災害に関する研修会や地域防災訓練への参加、企画など 

災害時多言語支援センター (N=62) 災害多言語支援センターに関するマニュアルの作成、運営の訓練など 

	

図 2−12 防災事業の実施状況 

	

図 2−13 防災事業の実施状況  
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③都道府県現状のまとめ 

	 地方自治体の防災部門での対策と国際部門の対策を時間軸で見てみると（表 2−7）、

地域防災計画では災害時の言語支援が対策の中心で、国際交流団体は発災前の言語支援

を中心に取り組んでいることが分かった。	

 

表 2−7 都道府県防災支援の概要 

 
①地域防災計画 

（実施の自治体数） 

②国際交流団体 

（実施の自治体数） 

災害発生前 災害危険性の周知（43） 

• サポート・通訳の育成（21） 

• 情報提供（20） 

• 防災講座・訓練（16） 

• 体制づくり（5） 

災害時 

• 避難誘導（39） 

• 安否確認（27） 

• 通訳ボランティア（44） 

• 多言語情報提供（44） 

災害時多言語支援センター（4） 

相談窓口の設置（4） 

復旧復興 生活再建の支援（28）  

団体数 47 
46 

（奈良県は認定の国際交流団体がない） 
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（二）類型毎の外国人への防災支援の現状 

	 都道府県の現状をふまえ、類型ごとの防災支援の現状を防災部門での対策と国際部門

での対策に分けて、考察・整理した。	

①類型ごとの地域防災計画 

	 類型毎の地域防災計画の外国人防災に関する対策の実施状況を図 2−14 に示した。	

	 防災訓練や講座による災害危険性の周知や、多言語の看板・標識による避難誘導、通

訳ボランティアの育成・受け入れ、災害時多言語情報提供に関する対策の差異があまり

なかったが、安否確認や生活再建に関する対策に違いが見られる。	

	 F グループはほぼ全ての対策を計画に位置づけているが、D グループは外国人への配慮

事項が比較的少ない。地域の実情（対策の優先順位）が理由と考えられる。	

	

	

図 2−14 地域ごとの防災基本計画の整理結果 
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②国際交流協会の防災支援 

	 災害危険性が高い地域において、外国人への防災支援の実施率が高く、特に大都市混

在型の地域は全ての団体で防災支援に取り組んでいる。しかし、災害危険性が比較的低

い地域において、防災支援の実施率がやや低い。この地域は、外国人の人口が少ない

が、熊本、鹿児島、北海道のような外国人人口が激増している地域もある。また,熊本地

震が発生したこともあり、事前の対策が必要と考えられ、普段からの防災に対する意

識、備えの向上が求められる（図 2−15）。	

	 類型毎の国際交流団体の防災支援の実施状況を図 2−16 に示す。A グループ地域は防災

講座・訓練の実施率が最も高く、多言語情報提供の実施率が最も他のグループより低

い。B グループは多言語情報提供の実施率が最も高い。C グループは 2015 年度に防災訓

練・講座を実施していないことが分かった。E グループは防災訓練・講座に関する対策

の実施率が最も高い。F グループでは多様な外国人がいるが、多言語情報提供以外の実

施率が低いことがわかった。	

	

	
図 2−15 地域ごとの防災支援の実施状況 

	

	

図 2−16 地域ごとの防災支援内容別の実施状況 
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2.4 まとめ 

	 本章では、外国人人口特性と災害リスクをふまえ、地域防災計画と国際交流団体の防

災事業を対象に、類型毎に外国人への防災対策の実施状況や課題を把握・考察した。	

	 具体的には、以下の結果を得た。	

l マクロスケールで地域特性と地域毎の防災支援の実態を捉え、言語支援以外の取
り組みは限定的である現状が分かった。 

l 外国人が散在している地域では、外国人を孤立させないための対策が望まれ、外
国人の半数が暮らす三大都市圏では多様な支援が求められる。 

	 また、以下の課題もある。	

l 外国人特性と分布に関する分析について、今回は主に都道府県単位で人口や災害
の状況等を整理したが、政令指定都市の実態把握や考察も求められる。今後、政

令指定都市スケールでの調査が期待される。 

l 国際交流団体の防災事業については、今回は主に地域国際化協会のダイレクトリ
ーに基づき整理しており、掲載されていない団体もある。また、生活支援、多文

化共生の推進等の事業に防災を位置づけているケースもあり、事業説明に「防災」

「災害」「地震」の用語を用いていない場合は防災事業としてカウントされてい

ない。これらについては、今後追加調査が必要であるが、今回全体像を把握でき

たと考える。 
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概要 

前章では、マクロな視点から、外国人への公的防災支援の実態を把握した。本章では、

ミクロな視点から、外国人人口特性や外国人への防災支援の実態について調査・分析を行

った。	

その対象地域は、前章の類型化の結果をふまえ、災害危険性が高く、多様な外国人が居

住し、外国人への防災支援の切迫性がある地域に着目し、神奈川県の横浜市を選んだ。横

浜市は開港して以来、外国人の居留地として栄えてきた。現在は約 8 万人の多様な外国人

が居住している。	

地域コミュニティ（地区）単位で外国人を含む要配慮者対策を検討するため、その対象

者を明らかにする必要があるが、避難行動要支援者の名簿には極めてセンシティブな内

容も含まれ、避難生活や復旧・復興期など様々な災害フェーズで、関係機関や地域住民が

広く活用することは難しい。要配慮者について地区単位で把握する基礎資料が整理され

ていないのが現状である。	

そのため、「災害曝露人口」という概念を参考にし、高齢者や乳幼児とともに、外国人

の居住地域の地理的分布を GIS 上で整理し、自然災害ハザード（震度，液状化，津波，地

震火災，土砂災害，洪水）の曝露人口を求め、要配慮者と災害危険性との関係を分析する。

本分析により、要配慮者支援に関する各地区の課題と対策の多様性が示され、重点対策地

域の抽出につながることが期待される。	

また、避難所運営や地域防災活動を行う地域（地域防災拠点区割）毎に、災害リスクに

曝されている外国人人口を整理し地域を類型化したうえで、各地域で要配慮者の課題や

対策が異なる可能性を示唆する。	
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3.1 横浜市概要 

（一）外国人の特性 

前章では、災害危険性が高い地域に外国人が多く集住していることが分かり、本章では、

多様な外国人が多く居住している横浜市を取り上げ、分析を行った。横浜市は、日本の関

東地方南部、神奈川県の東部に位置する。政令指定都市の一つであり、18 区の行政区を

有し、総人口は約 370 万人、日本の市町村で最も多く、東京に次ぐ。横浜駅周辺、みなと

みらい地区、関内・関外地区は中心市街地である。	

	 1854 年、アメリカ海軍提督ペリーが黒船を率いて日本への来航し、横浜村で、日米和

親条約が締結された後、横浜村に港を建設した。1859 年 6 月 2 日、横浜港が開港される。

元町と外国人の居留地間に堀川が開削され、吉田橋や前田橋のたもとに関所が置かれ、居

留地側が関内と呼ばれる。	

	 開港以来、欧米人とともに多数の中国人商人や取引仲介者、外国人外交官の雇い人が来

往し、絹貿易が繁栄し、外国商社が軒を連ね、このような背景から中華街や山手のように

外国人が集中する地域が生まれた。横浜は外国人の居留地として、栄えてきた。	

	 在住外国人人口数は全国の政令市の中で第二位である。2015 年 12 月時点、約 8.4 万の

外国人が登録しており、総人口の 2.3％を占めている。2008 年にピークになったものの、

その後、わずかな減少が見られた。特に、2011 年と 2012 年は東日本大震災の影響で、2008

年以前の状態に減少したが、2013 年は徐々に回復してきた 3-1）。	

	

 
図 3−1 外国人人口推移と人口割合（2015 年末）  
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	 横浜市には約 150 ヵ国の人が住んでおり、多様性が一つの特徴と言われる。そのう

ち、中国・台湾が約 3.7 万人（外国人総人口の 44％）と最多で、次いで韓国・朝鮮、フ

ィリピンの順となっている。上位 3 ヵ国で全体外国人の約 7 割を占める。（図 3−2）3-1）	

	 また、横浜市国際課や公的国際交流団体へのヒアリング調査によると、在留資格や在

留目的も多様である（図 3−3）。区では中区、南区、鶴見区の外国人が最も多く、特に

中区は中国人が最も多い。人口は都心部に集積、郊外地域に分散し、不均一に分布して

いる。	

	

 
図 3−2 国籍別の外国人人口割合（2015 年末） 

 

 
図 3−3 区別人口分布と外国人の特徴  
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（二）横浜市の災害リスク 

防災白書に、東京・横浜は世界主要 50 都市の中で、災害リスクが最も高いことが示

されている。また、日本の主要都市の自然災害リスク指標を見ると、横浜市は東京、大

阪、名古屋に次いで 4 番目となっている 3-2）（図 3−4、3−5）。	

過去の元禄型関東地震（1703 年）や大正関東地震（1923 年）は大きな被害をもたら

した。横浜周辺は約 20 以上の震源域が見られる（図 3−6）3-3）。また、30 年以内に震度

6 弱の地震の発生確率が 8 割 3-4）となり（図 3−7）、危険性が非常に高い。	

地震のみならず、津波、土砂崩れ、台風、洪水の発生可能性も有する。海岸部の埋立

造成により、海に面していた急な崖の丘陵地や台地のはずれが内陸に位置するようにな

った。また、海に面していた崖に限らず、丘陵地や台地を刻んでいる谷の斜面にも急な

崖が多く、多数の崩壊記録もある 3-5）。	

 
図 3−4 世界大都市の自然災害リスク指数 

 
図 3−5 日本主要都市の自然リスク指標 
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さらに、全市において、家屋の約 7 割が木造であり、特に、工業地域の鶴見区、神奈

川区や、都心部の西区、中区、南区に集中し、これらの地域には商業・工場・事務所の

集積地が多く、人口も集中し、災害危険性が一層高い 3-5）。	

1923 年の関東大震災では、当時の中心市街地（現在関内・関外地域）で、建物全壊や

火災による被災を受けた。また、2011 年東日本大震災では、横浜でも震度 5 強を観測

し、帰宅困難者や液状化現状による被害等が生じた。	

以上のような災害危険性を有する横浜市では、住民が安全・安心に暮らすために、防

災・減災をさらに進める必要があり、災害時要配慮者への支援も求められる。	

 
図 3−6 横浜周辺の主な地震の震源域 

	
図 3−7 将来地震の発生率	  
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3.2 災害別曝露人口の計算 

（一）計算方法 

具体的な研究方法は、まず、災害時要配慮者（高齢者、乳幼児、外国人）の居住地域

の地理的分布を GIS 上で整理し、自然災害ハザード（震度、液状化、津波、地震火災、

土砂災害、洪水）の曝露人口を求め、要配慮者と災害危険性との関係を分析する。曝露

人口算定のフローを図１に示す。本分析により、要配慮者支援に関する各地区の課題と

対策の多様性が示され、重点対策地域の抽出につながることが期待される。	

さらに、地域防災拠点区割（およそ連合町内会相当）毎に、災害リスクに曝されてい

る要配慮者人口を整理したうえで地域を類型化する。災害の種類や要配慮者の種類毎

に、重点対策地域が明らかにされ、災害時の教訓や知見を共有する際や、地区を超えた

支援・受援体制を構築する際に役立つと考える。	

	

 
 

図 3−8 曝露人口算定のフロー 
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① 人口分布の計算方法 

	 高齢者（65 歳以上人口）・乳幼児（0〜4 歳人口）・外国人の人口は、2010 年国勢調

査小地域データ 3-6）を、町丁目境界データは統計 GIS（2010 年国勢調査小地域）3-7）より

ダウンロードして整理した（飛び地と同名の町丁目は併合）。	

	 農地、山林等の自然的土地利用面積を除いた都市的土地利用面積（注 1）に対する各人口

を「人口密度」として、市の総人口に対する各人口を「人口割合」として、町丁目単位

で整理した。さらに、都市計画基礎調査の建物現況データを用い、住宅系建物の重心に

町丁目単位の人口を延床面積の割合で按分し（1 住宅あたり人口）、50m メッシュに格納

した（50m メッシュ人口）。	

 

② 災害曝露人口の計算方法 

次に、災害リスクを有する範囲として、横浜市地震被害想定（2012 年）3-8）の結果

（震度、津波浸水、液状化危険度、火災焼失棟数）や、神奈川県の急傾斜地崩壊危険区

域と急傾斜地崩壊危険箇所、国土数値情報の浸水想定区域 3-9）データを用い、震度曝露

人口 3-10）の概念を参考に、町丁目および地域防災拠点単位で災害曝露人口と地域内人口

に占める割合を計算した（表 3−１）。火災の場合は、50m メッシュ毎の焼失棟数から各

町丁目の焼失棟数を求め、町内の全建物棟数に占める焼失棟数（火災被災率）を算出

し、火災の危険性のあるエリアの曝露人口を計算した。	

	

表 3−1 本研究で用いたデータ 
災害 出典 データの内容 

震度 横浜市地震被害想定（2012） 

・元禄型関東地震 

・東京湾北部地震 

・南海トラフ地震、 

・慶長型地震（津波） 

想定震度(50m ﾒｯｼｭ単位） 

津波 浸水想定区域を示すポリゴン(浸水深毎) 

液状化 PL 値(50m ﾒｯｼｭ単位） 

火災 焼失棟数(50m ﾒｯｼｭ単位) 

土砂 

災害 

神奈川県・急傾斜地崩壊危険区域/

急傾斜地崩壊危険箇所 

区域/箇所を示すポリゴン 

洪水 国土数値情報・ 

浸水想定区域（H23 年度時点） 

浸水想定区域を示すポリゴン(浸水深毎) 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

（注 1）都市的土地利用面積：横浜市の土地利用分類で、住宅系土地利用、商業系土地利用、工業系土地利用、その

他の建築用地、都市的空地を含む土地面積のこと。  
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（二）災害時要配慮者の地理的分布 

横浜市における人口および乳幼児、高齢者、外国人人口の地理的分布状況を 2010 年

国勢調査の結果に基づき整理した。国勢調査データは、全国で整備・更新されており、

一般にも公開されていることから、汎用性の高い簡便な手法を提案できると考えた。自

治体の防災・危機管理担当、地域防災拠点（指定避難所）運営委員会、ボランティア団

体なども、使途を制限されず成果を活用できる。また、乳幼児、高齢者、外国人の人口

分布は 2010 年の国勢調査小地域集計（町丁・字等）：年齢（5 歳階級）、男女別人口

（総年齢、平均年齢及び外国人-特掲）を用い、GIS 上で地理空間情報化し整理した。	

	

① 乳幼児 

	 0 歳児から小学校就学前の幼児（約 6 歳）までが該当するが、本研究では国勢調査の

年齢区分に合わせ 0～4 歳を対象に分析する。4 歳以下の乳幼児人口数は約 15.8 万人

で、市総人口の約 4.3%を占めている。乳幼児（0～4 歳）人口の密度と各町丁目の人口に

占める割合を図 3−9 と図 3−10 に示す。人口密度が高い地域は主に市の北部に集中してお

り、特に青葉区、都筑区、港北区の鉄道沿線に位置する東京都心に通いやすいニュータ

ウンに分布している。人口割合も主に市の北部が高く、似た傾向がみられる。	

乳幼児が多い地域では、鉄道の沿線を中心に住宅・商業地が発達しており、ニュータ

ウンや大規模なマンションなどが立ち並び、開発が進んでいる。	

	

  

図 3−9 乳幼児人口密度（2010 年） 図 3−10 乳幼児対市人口割合（2010 年） 
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② 高齢者 

	 65 歳以上の高齢者人口は約 73.6 万人で、市総人口の約 2 割を占めている。なお、要

介護認定者は約 12 万人であり、市総人口の約 3.2%を占めている。	

	 高齢者（65 歳以上）人口の密度と各町丁目の人口に占める割合を図 3−11 と図 3−12 に

示す。密度の高い町丁目は主に都心部、北東部の沿岸から内陸の南部と西部に広がって

おり、特に泉区、金沢区、旭区等に多く分布している。また割合は広い範囲で 0.2〜

0.3%の比率で分布しているが、市の南西部、南部に人口割合が高い町丁目もある。	

	 高齢者が多い地域は、高度経済成長期に開発された市街地に多い。鶴見沖や根岸湾が

埋め立てられ、工場等の近くに住宅を求め、住宅地も拡大した。また、根岸湾沿も大規

模な住宅開発が進められ、公営住宅、社宅などが大量に供給された地域である。	

	

 
 
 
  

図 3−11 高齢者人口密度（2010 年） 図 3−12 高齢者対市人口割合（2010 年） 



第三章 外国人居住地域の災害危険性に基づく地域特性分析 

 

	 59 

③ 外国人 

外国人の人口は約 5.3 万人で、市総人口の約 1.4%を占める。外国人人口の密度と各町

丁目の人口に占める割合を図 3−13 と図 3−14 に示す。外国人人口は都心部の関内・関外

地域をはじめとする沿岸地域に集中している。また、人口割合が高い町丁目も主にこの

地域に集中している。	

	 外国人が多い都心部は、1859 年の横浜港開港以来、外国人居留地として栄えきた。欧

米人とともに世界中の人がこの地域で商売、居住を始めた背景から中華街や山手に外国

人が集中する地域が生まれた。	

 
 
 
  

図 3−13 外国人人口密度（2010 年） 図 3−14 外国人対市人口割合（2010 年） 
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（三）災害別の曝露人口 

①地震動 

想定地震（元禄型関東地震と東京湾北部地震、南海トラフ地震）を対象に要配慮者の

震度曝露人口を計算した。震度 6 弱以上の曝露人口を図 3−15 に、それぞれの要配慮者人

口に占める割合を図 3−16 に示す。	

元禄型関東地震（相模トラフ沿いを震源とする地震）の想定震度が最も大きく、市内で

は、震度 5 強～7 の揺れになり、広範囲で震度 6 強以上の強い揺れになる。市総人口の

約 3 割以上が震度 6 強以上に曝される。曝露人口は高齢者、乳幼児、外国人の順に多

い。割合は外国人が高く、外国人の約半数が震度 6 強以上に曝される。	

東京湾北部地震は最大震度 6 強と予測されており、震度 5 強以上のそれぞれの曝露人

口割合は約 9 割で、特に外国人の割合が他より高かった。	

	 南海トラフ地震の最大震度は 6 弱と予測されており、震度 5 強以上のそれぞれの震度

曝露人口は約 8 割で、外国人の割合がやや高い結果となった。	

	

 
図 3−15 震度 6 弱以上の曝露人口数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3−16 想定地震別の要配慮者の震度曝露割合 
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②液状化  

 

液状化の被害は沿岸部と川沿い、市の南部に分布している。液状化危険度の高いエリ

ア（PL＞15）と液状化する可能性があるエリア（5＜PL≦15＝の曝露人口の割合を図 3−

17 に示す。元禄型地震による液状化の危険性が最も高く、曝露人口は高齢者が多い（約

10 万人）。外国人の約 3 割がこの地域に居住しており、他の想定地震でも、外国人の曝

露人口の割合が他の要配慮者より高い。	

	

 
図 3−17 想定地震別の要配慮者の液状化曝露人口と割合 

 
 

③津波 

 

慶長型地震津波は、浸水面積及び浸水深が最大であり、満潮時に到達する海抜が約 5m

となる。被災地域は中心市街地を含む沿岸部に多いが、鶴見川、帷子川等の川沿いの被

害も予測されている。	

浸水区域内の曝露人口は、高齢者が最も多い（約 2.3 万人）が、外国人の約 7.9%が浸

水区域内に暮らしており、割合は最も高くなっている（図 3−18）。	

	

 
図 3−18 慶長型地震における要配慮者の浸水深別津波浸水曝露人口と割合 
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④火災 

 

	 元禄型地震による火災（冬 18 時・風速 6m/s の条件）による焼失棟数は約 8 万棟で、中

心市街地周辺（中区、西区、神奈川区、南区、鶴見区、磯子区）の住宅地などが危険性の

高い地域と予測されている。想定結果より求めた被害率（各町丁目の建物棟数に対する焼

失建物棟数）毎の曝露人口とそれぞれの要配慮者人口に占める割合を図 3−19 に示す。曝

露人口は高齢者が多い（約 6.2 万人）。割合はいずれも１割以下であるが、外国人の 9.6%

が火災焼失リスクを有する地区で、2.0%が被害率 70%を超える地区で暮らしている。	

	

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 3−19 要配慮者の火災被害率別の火災曝露人口と割合 

 
⑤土砂災害 

 

横浜市内の急傾斜地崩壊危険区域と急傾斜地崩壊危険箇所は主に市の南東部に分布し

ている。なお、横浜市では 2431 区域の土砂災害警戒区域が指定されている（2013 年 8

月時点）。	

危険区域または危険箇所内の要配慮者人口を計算した結果を図 3−20 に示す。高齢者

数が最も多く（約 7.3 万人）、各要配慮者の曝露人口のそれぞれの要配慮者人口に占め

る割合はいずれも約１割で、大きな差はない。	

	

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2−20 要配慮者の土砂災害曝露人口と割合  
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⑥洪水 

 

横浜市では、鶴見川、帷子川、大岡川、境川の 4 つの水系があり、洪水浸水区域は主

に、鶴見川、帷子川と境川水系の流域に分布している。特に鶴見川水系の浸水区域が最

も広く、港北区新羽町（大熊川大竹上橋）周辺に 5m 以上の浸水が予測されている。	

	 浸水区域内の曝露人口は、高齢者が最も多いが、外国人の約 13.8%が浸水区域内に暮

らしており、割合は最も高くなっている（図 3−21）。しかし、浸水 1m 以上の地域にお

ける乳幼児人口の割合（約 3.5%）はやや高い。	

	

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3−21 要配慮者の洪水曝露人口と割合 

 
⑦まとめ 

 

	 地震動とその二次災害（津波、液状化、火災焼失）、土砂災害及び洪水のハザードと

各要配慮者の人口分布を重ねて、災害曝露人口を試算し、市全域の要配慮者の人口分布

の状況と災害リスクを把握した。	

全ての災害種別において、高齢者の曝露人口数が多い結果となった。また、全ての災

害種別において、外国人の全人口に占める災害曝露人口の割合が高く、日本人よりも災

害リスクの高い地域で暮らす割合が高いことが明らかになった。外国人への普及啓発等

による自助の備えと行動、地域防災活動への参加の促進が望まれる。	
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3.3 災害別曝露人口の分布 

地域コミュニティで防災・減災に取り組む際、その地域の災害特性と、当該地域の位

置づけを把握し、これまでの教訓から学ぶことが求められる。地区を超えた支援・受援

体制を構築する場合にも特性の把握が必要と考えられる。そこで、地域防災の空間領域

である地域防災拠点（震災時避難場所）区割毎に、災害リスクに曝されている要配慮者

人口を整理し、曝露人口を指標に地域を類型化し、特に要配慮者対策への注力が求めら

れるエリアの抽出を試みた。	

（一）類型化手法 

横浜市では公立小中学校等を地域防災拠点（震災時避難場所）として指定し、各拠点

へ避難する範囲（区割）が決められている。ここでは、以下の手順で 493 エリアの類型

化を行った。	

l Step1：災害種別（元禄型震度 6 弱以上、液状化 PL＞5、津波浸水深 0m 以上、火災被

害率が 0%以上、区域内に土砂災害危険区域・危険箇所有、洪水浸水深 0m 以上）ごと

に曝露人口を地域防災拠点区割単位で再計算した。	

l Step2：各エリアにおける総人口に占める要配慮者曝露人口の割合を、乳幼児、高齢

者、外国人について整理した。	

l Step3：要配慮者曝露人口の割合を指標に上位 10％を「高」、下位 90%を「低」とし、

各エリアを 8 類型に分類した。類型毎のエリア数を表 2−2 に、地図を図 3−22〜3−27

に示す。	

l Step4：類型 1 は 3 種類の要配慮者の割合が全て高い地域、類型 2〜4 は 2 種類の要

配慮者の割合が高い地域、類型 5〜7 は単一の要配慮者の割合が高い地域、類型 8 は

全ての要配慮者の割合が低い地域である。	

	

表 3−2 地域類型毎のエリア数 

類型 乳幼児 高齢者 外国人 地震 液状化 津波 火災 土砂災害 洪水 

1 高 高 高 0 34 46 35 34 40 

2 高 高 低 0 8 2 8 6 6 

3 高 低 高 3 2 1 2 1 3 

4 低 高 高 5 6 0 4 7 0 

5 高 低 低 46 6 1 5 9 1 

6 低 高 低 45 2 2 3 3 4 

7 低 低 高 42 8 3 9 8 7 

8 低 低 低 352 427 438 427 425 432 

高：曝露人口の割合が高い地域（上位 10%）／低：曝露人口の割合が低い地域（下位 10%） 
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（二）結果の考察 

元禄型地震の場合（図 3−22）、被災する可能性を有する要配慮者が当該エリアの人口

に占める割合が高いエリアは、乳幼児は主に市の北部と北西部に、高齢者は市の南部や

南西部に、外国人は鶴見区や都心部地域に分布しており、都心部では外国人と乳幼児と

もに割合が高い地区や、外国人と高齢者ともに割合が高い地区がある。	

地震動による液状化の場合（図 3−23）、3 種全ての要配慮者の割合が高い地区は沿岸

地域や東南部の鶴見川沿いに多く分布している。また、南西部の内陸にも乳幼児と高齢

者の割合が高い地区が見られる。	

津波災害（図 3−24）では、ほとんどの沿岸地区で全ての要配慮者の割合が高く対応が

必要と考えられる。外国人や乳幼児の割合が高く重点対策が必要な地区や、外国人と乳

幼児の割合がともに高く両者に配慮が必要な地区がある。	

火災（図 3−25）では、都心部に要配慮者の割合が高い地区が集中している。横浜駅周

辺地区や中区の南部では全ての要配慮者の割合が高く配慮する必要があり、乳幼児と高

齢者の割合が高い地区も混在する。北部と南西部、南部にも要配慮者の割合が高い地区

が点在する。	

土砂災害の場合（図 3−26）は、市の都心部、南部、南西部に要配慮者の割合の高い地

区が集積している。特に、都心部や南部地区で全ての要配慮者を対象とする対策に取組

む必要がある。また、南西部に乳幼児と高齢者の割合が高い地区がある。さらに、北部

には乳幼児、高齢者の割合が高く、配慮が必要な地区が点在している。	

洪水の場合（図 3−27）は、鶴見川沿岸地域が全ての要配慮者の割合が高く、重点対策

候補地区といえる。また、横浜駅周辺地区は、乳幼児と外国人の両者に配慮する必要が

ある。さらに、市の南西部は乳幼児と高齢者の割合が高い地区が、北西部には高齢者や

外国人の割合が高い地区が点在し、それぞれへの配慮が求められる。	
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図 3−22 要配慮者の震度曝露人口の割合が高い地域防災拠点区割 

図 3−23 要配慮者の液状化危険曝露人口の割合が高い地域防災拠点区割 
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図 3−24 要配慮者の津波浸水曝露人口の割合が高い地域防災拠点区割 

図 3−25 要配慮者の火災危険曝露人口の割合が高い地域防災拠点区割 
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図 3−26 要配慮者の土砂災害曝露人口の割合が高い地域防災拠点区割 

 

図 3−27 要配慮者の洪水曝露人口の割合が高い地域防災拠点区割 
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3.4 まとめ 

	 本章では、ミクロな視点から、横浜市を対象に、外国人の人口特性や災害危険性によ

る地区特性を把握し、以下の結果を得た。	

l 	 外国人の人口の地理的分布を把握し、マルチハザードに対する曝露人口を推計
し、要配慮者の居住地域の災害危険性を把握した。 
	 全ての災害種別において、外国人人口に占める災害曝露人口の割合が高く、日

本人より災害リスクの高い地域で暮らす割合が高いことが分かった。 

l 	 避難所運営や地域防災活動を行う地域（地域防災拠点区割）毎に、災害リスク
に曝されている要配慮者人口を整理したうえで地域を類型化し、各地域で要配慮

者の課題や対策が異なる可能性を示唆した。 
	 特に、都心部地区では、洪水以外の災害において、外国人曝露人口が多く分布

しており、発災時に外国人がこの地区の避難所や外国人対象施設に多く集まる可

能性が高い。 

	 しかし、曝露人口の計算にあったては、社会統計調査（国勢調査）に基づき検討を進

めたが、昼間人口の推計なども行い、要配慮者への対策につながるより詳細な曝露人口

分布の把握が求められる。	
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概要 

前章ではミクロな視点から、横浜市における外国人の人口特性や災害危険性による地区

特性を把握した。本章は続きとして、横浜市における外国人への防災支援の現状を把握し、

地区特性に応じた支援策が講じられているか確認するため、公助や共助の視点で、外国人

防災支援の実態や課題について調査・考察する。	

	 まず、公助に焦点をあて、横浜市の地域防災計画と各区の防災計画、行政や公的国際交

流団体へのヒアリング調査を通じ、トップダウン型の外国人支援の実態を把握する。	

	 しかし、既往災害の教訓から、「公助の限界」が明らかになるとともに、地域・地区レ

ベルの共助が、地域防災活動において重要な役割を果たしていることを分かった。地区レ

ベルの外国人への防災支援の実態を把握するため、地区内の外国人の人口特性や外国人へ

の防災支援に関係する地域資源を整理し、外国人支援のポテンシャル評価カルテを開発・

試作し、ボトムアップ型の支援の実態を把握する手法を提示する。	

	 以上のことにより、自主防災組織や地域住民等が、自らの地区の外国人支援の課題を

認識でき、外国人への支援能力が高まる。危機管理部門が、重点的に対策を講じる地区

を把握でき、公助による外国人への支援体制づくりの整備ができる。それに従い、外国

人住民の自助や共助の意識を醸成させることができ、地域防災力の向上に寄与するもの

と考えられる。	
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4.1 横浜市の外国人支援の現状 

	 筆者の修士論文（2014）では、横浜市地域防災計画の整理と横浜市役所国際課、横浜市

国際交流協会へのヒアリングを通じ、横浜市における外国人への支援対策を整理した。	

（一）横浜市地域防災計画・震災対策編（2013 年） 

	 地域防災計画では、外国人を災害時要援護者に位置づけることを明確にしており、外

国人のニーズを配慮した上で、災害前に防災知識の普及啓発を行い、災害時にラジオな

どの手段による多言語情報を提供し、専門的なボランティア活動を通じ、外国人への災

害対策を計画している 4-1)。	

	 しかし、ボランティアとの連携や、外国人が参加しやすい防災訓練に関する具体的な

方法を確認できなかった。（表 4-1）	
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表 4-1 横浜市地域防災計画の整理（2013 年版）  

位置 主要内容 

第一部 第 4 章−第 7 節−1 人権尊重 外国人を含めた「災害時要援護者」に対する認識・対応が必要、人権尊重が基本 

第二部 

第 9 章−第２節−2−(3) 

普及の方法及び内容 
災害時要援護者、外国人等に対する防災知識の普及について、十分配慮するよう努める。 

第 9 章−第 6 節−1 

ボランティアの活動分野 
専門ボランティアの活動分野に外国語支援(通訳・翻訳)を含める。 

第 9 章−第 6 節−4−(3) 

外国語の通訳・翻訳 

横浜市国際交流協会や国際交流ラウンジなどでは、外国語の通訳をするボランティアの派

遣を行っている。 

第 10 章−第 4 節 

 外国人支援策 

1 外国人への防災意識の普及啓発 

・多言語防災リーフレットなど外国語による防災啓発冊子の作成・配布 

・外国語により 防災啓発等をホームページに掲載  

・外国人支援ボランティアとの連携  

・海抜標示や津波避難情報板に多言語表記を行う  

・津波警報伝達システムは多言語による避難の呼びかけを行う  

・外国人に避難に必要な情報を提供し、迅速な避難行動に結びつける 

・外国人が参加しやすい防災訓練の工夫や災害を模擬体験できる機会などを提供する  

2 迅速な支援体制の確保 

(1) 災害時広報 

(2) 外国人相談の実施 

(3) 在日外国公館や海外との連絡調整窓口の設置 

(4) 短期滞在外国人などへの対応 

第三部 

第 2 章−第 3 節−5−(2)−ア政策

局 
国際政策班は外国語の通訳・翻訳関係の調整に関する事務を行う 

第 4 章-第 4 節−2-(6) 

放送機関の報道協力 

エフエム・インターウェープ ( 株 ) では、「外国人市民等への防災情報等の 提供に関す

る協定」に基づき、5 か国外国語での放送を行う。 

第 8 章−第 2 節−4−（2）−イ 

女性、乳幼児、高齢者、障害

者、外国人等に対する配慮す

べき項目 

1 避難所標識の工夫(ピクトグラム、簡易な日本語等) 

2 通訳ボランティアの確保 

3 日本人との生活習慣の違いへの配慮 

第 16 章−第 1 節−3 

専門的ボランティアの活動 

外国語支援（通訳・翻訳）を担当する部署は政策局、受け入れ窓口は国際政策課及び横浜

市国際交流協会内に設置された横浜市外国人震災時情報センター  

第四部 

第 1 章−第 1 節−１−(2) 

主な専門相談への対応 

政策局・市民局は外国人への生活情報の提供等の外国人相談を担当する。方法は、外国語

のできるボランティアの臨時市民相談室などへの派遣 

第 4 章−第 11 節−1 

配慮事項 

女性、高齢者、障害者、こども、外国人等の視点を考慮するとともに、策定過程への参画

に配慮する。 

第六部 

第 2 章−第 4 節−2−(3)−ア 

市長による市民への呼びかけ 

エフエム・インターウェープ ( 株 ) では、「外国人市民等への防災情報等の 提供に関す

る協定」に基づき、5 か国外国語での放送を行う。 

第 3 章−第 4 節−2−(3)−ア 

市長による市民への呼びかけ 

エフエム・インターウェープ ( 株 ) では、「外国人市民等への防災情報等の 提供に関す

る協定」に基づき、5 か国外国語での放送を行う。 

第七部 

第 3 章−第 1 節−1 

一次受入施設(公共施設及び厚

生施設など) 

高齢者(要支援)、障害者、外国人、妊産婦、乳幼児、医療的支援を要する者など、「個別

ニーズ対応施設」の設置 
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（二）横浜市国際政策課と横浜市国際交流協会のヒアリング調査 

①横浜市国際政策課 

• 実施時間：2013 年 7 月 22 日	

• ヒアリング項目：	

１．外国人の現状	

	 ①外国人コミュニティの状況	

	 ②外国人意識調査	

２．外国人への災害支援対策	

	 ①東日本大震災前後の外国人への政策の変化	

	 ②東日本大震災後の外国人の災害相談、不安、困っていると感じたことに関する

把握	

	 ③外国人災害訓練などの実施状況	

	 ④これからの考え方	

３．支援対策を作る際に、困っていること	

• ヒアリング結果：	

	 横浜市政策局国際政策課は国際交流、国際協力、多文化共生、国際平和、地域の国際

化の推進などの政策・方針を制定し、外国語相談・情報提供の業務を行う。現在実施し

ている支援対策は、情報センター、9 ヵ国語防災リーフレット、11 カ所の国際交流ラウ

ンジ、多言語表示シート、情報の広報である。また、外国人市民の課題やニーズを把握

するため、2010 年と 2013 年に「外国人市民意識調査」も実施した。さらに、東日本大

震災後の外国人への政策の変化については、震災前に、横浜市と横浜市国際交流協会

（YOKE）が外国人震災時情報センターの設置・運営に関する協定を締結しており、震災

時にセンターを立ち上げ、HP で多言語情報を提供した。震災後、市各部局間がうまく連

携することにより、支援の能力を向上させることが課題である。	

	

  



第四章 横浜の地区特性をふまえた外国人への防災支援 

 

 78 

②横浜市国際交流協会（YOKE） 

• 実施時間：2013 年 10 月 24 日	

• ヒアリング項目	

１、YOKE の事業内容・位置づけ	

２、市・各国際交流ラウンジとの関係・連携	

３、外国人へのサポート、特に災害時のサポート及び実績	

４、東日本大震災時のサポート、外国人の利用状況	

５、外国人へのサポートに関する課題	

６、今後の展望	

• ヒアリング結果	

	 2009 年 3 月 27 日に横浜市と YOKE の間で外国人災害時情報センターの設置運営に関す

る協定を締結し、東日本大震災に伴い、2011 年 3 月から 1 年間、横浜市外国人震災時情

報センターを設置・運営し、通訳・翻訳・情報提供等の活動を行われた。相談・問い合

わせの対応が 116 件であり、主な相談内容は余震・被災情報／計画停電／放射能の安全

性について／交通情報／ボランティア希望／安否情報などである。	

	 また、YOKE の協力で、避難場所で掲示されることばや文章を想定し、多言語の災害時

多言語表示シート（図 4-1）を作成し、市内の全地域防災拠点（453 か所）・区役所・国

際交流ラウンジに配布している。	

	 さらに、多言語防災リーフレット（図 4-2）や災害に備えるための資料・リンク集を

作成し、日本語教室での 119 番通報訓練や、防災マップを使った防災訓練、地域防災拠

点訓練の協力を通じ、外国人への防災意識の啓発を行った。	

	 まとめると、地域防災計画において外国人を災害時要配慮者者に位置づけることや、

横浜市国際交流協会が災害時に外国人支援の役割を明確している。また、横浜市の外国

人支援政策・方針は横浜市政策局国際政策課が作成し、横浜市国際交流協会及び区の国

際交流ラウンジ等の施設で実施している。つまり、横浜市において外国人への防災支援

は主に多言語の防災啓発と災害情報の提供を中心としている。	

 

図 4-1 多言語表示シート    図 4-2 多言語リーフレット	  
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4.2 18 区の外国人支援の現状 

（一）18 区の地区防災計画 

	 筆者の修士論文（2014）では、区ごとの外国人への防災支援もまとめた。表 4-2 を見る

と、ほとんどの区は避難所の運営にあたって、ピクトグラム、簡易な日本語を使った避難

所標識、通訳ボランティアの確保や、日本人との生活習慣の違いにより外国人に配慮する

と指摘しているが、青葉区では、災害時多言語表示シートの活用も強調している。また、

青葉区では、あおば災害ネット(災害時要援護者避難支援システム)という独自の取組も掲

載され、外国人が困った時、国際交流ラウンジなどの外国人支援組織に相談できるなど具

体的な区の対応も記述されている。さらに、鶴見区では多言語メールマガジン「つるみく

のしらせ」の配信や、ラジオによる外国語の広報による外国人への情報提供に配慮されて

いる。戸塚区では、外国人への防災意識の普及啓発も指摘されている。 	

区 外国人に関する対策 改訂年月 

鶴見区 

大規模地震発生時の対応シナリオ なし 

2013.3 
第 1 章−第１節−12 外国人区民対応 

外国人相談 

多言語情報提供 

第 1 章−第 2 節−2−3 「避難所」としての運営 外国人に配慮 

第 2 章−4−3 専門的ボランティアの派遣要請 言語支援 

港北区 第 3 部−第 7 章−第 2 節−4−(2) 避難生活の維持、管理 外国人に配慮 2013.9 

都筑区 

第 2 部−第 6 章−第 6 節−1  ボランティアの活動分野 専門ボランティア 

2013.3 第 3 部−第 8 章−第 2 節−4−(2) 避難生活の維持、管理 外国人に配慮 

第 3 部−第 15 章−第 1 節 専門的ボランティアの活動 多言語情報提供 

旭区 第 3 部−第 7 章−第 2 節−4−(2) 避難生活の維持、管理 外国人に配慮 2013.7 

青葉区 

第 2 部−第 6 章−第 2 節−2 あおば災害ネット(災害時要援護者避難支援システム) 独自対策 

2013.6 

第 3 部−第 3 章−第 5 節−2  災害時コールセンターへの情報提供 多言語情報提供 

第 3 部−第 7 章−第 2 節−4−(2) 地域防災拠点の管理・運営支援 外国人に配慮＋独自 

第 3 部−第 7 章−第 3 節−4−(1) 地域防災拠点での援護 外国人相談 

第 3 部−第 13 章−第 2 節専門的ボランティアの活動(各局担当部署での活動支援) 言語支援 

緑区 

第 3 部−第 8 章−第 2 節−4−(3) 

女性、乳幼児、高齢者、障害者、外国人等に対する配慮すべき項目 
外国人に配慮 

2013.4 

第 3 部−第 15 章−第 1 節 専門的ボランティアの活動 言語支援 

瀬谷区 第 3 部−第 7 章−第 2 節−4−(2) 避難生活の維持、管理 外国人に配慮 2013.6 

中区 なし なし 2012.6 

神奈川区 第 3 部−第 7 章−第 2 節−4−(2) 避難生活の維持、管理 外国人に配慮 2013.4 

西区 第 3 部−第 7 章−第 2 節−4−(2) 避難生活の維持、管理 外国人に配慮 2013. 

南区 第 3 部−第 6 章−第 2 節−4−(2) 避難生活の維持、管理 外国人に配慮 2013.6 

泉区 第 3 部−第 7 章−第 2 節−7−(2) 避難生活の維持、管理 外国人に配慮 2013.5 

戸塚区 

第 2 部−第 6 章−第 6 節−1  ボランティアの活動分野 専門ボランティア 

2013.7 

第 2 部−第 7 章−第 4 節 外国人支援策 
普及啓発＋情報提供＋外

国人相談 

第 3 部−第 8 章−第 2 節−4 地域防災拠点の管理・運営支援 外国人に配慮 

第 3 部−第 8 章−第 2 節−4−(2) 避難生活の維持、管理 外国人に配慮 

第 3 部−第 8 章−第 3 節−6−(3)地域防災拠点における要援護者への配慮 外国人に配慮 

第 3 部−第 13 章−第 2 節 専門的ボランティアの活動 言語支援 

磯子区 第 1 部−第 5 章−第 2 節−3−(2) 避難生活の維持、管理 外国人に配慮 2013. 

栄区 なし なし 2013. 

港南区 改訂中 改訂中  

金沢区 
第 3 部−第 7 章−第 2 節−4−(3) 女性、乳幼児、高齢者、障害者、外国人等に対す
る配慮すべき項目 

外国人に配慮 2013.6 

保土ヶ谷区 
第 2 章−第 1 節−2−（4） 要援護者の避難支援 外国人に配慮 

2013.6 
第 3 章−第 2 節−8−（2)−③ その他の専門ボランティア 言語支援 

表 4-2 １８区の防災計画
4-2)

（2013 年版） 
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（二）18 区の国際交流ラウンジの防災支援の実施状況 

	 外国人への生活情報提供、相談サービス、日本語支援などの多文化共生事業に取り組む

ため、11 ヵ所の国際交流施設が設置され、主に財団法人、ボランティア団体、NPO 法人等

の主体が運営している。防災支援の現状を把握するため、ヒアリング調査を実施した。	

	 表 4-3 の調査結果に示すように、国際交流団体の防災支援は、主にインターネットや

ラウンジニュースなどの媒体での多言語の防災・災害情報の提供である。また、消防署

と連携し、日本語教室で防火・防災普及啓発、避難訓練に取り組んでいる。	

	 防災支援の内容では、日本語学習として、119 番のかけ方と火災通報体験が多く取り上

げられている。また、「減災行動のススメ」と「地震に自信を」（多言語）のような防災

冊子を参考にし、日ごろの準備と災害時の行動等に関する啓発が行われている。	

	 青葉区と金沢区の国際交流ラウンジでは外国人への防災支援に様々な工夫が感じられ

た。青葉国際交流ラウンジは区と連携し、約 10 年前から外国人への防災・災害情報の提

供に取り組んでいる。また、防災を理解しやすくする工夫も見られ、防災用語の解釈がつ

いた多言語の「防災すごろく」のゲームを作成し、ラウンジニュースとホームページに掲

載している。また、金沢国際交流ラウンジは、区と市立大学との連携が特徴であり、東日

本大震災の直後、日本語教室の利用者を対象として災害に関する調査を行い、外国人の災

害時の実態を把握した。また、防災をテーマとする講義が毎年行われ、活発な取組が行わ

れているとみられる。	

	 横浜市はこれらの公的な施設以外に、民間の交流団体も多数存在し、例えば、「いち

ょう団地」で活動を行うボランティア団体は、外国人の地域防災の担い手を育てている

事例である。	 	
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表 4-3 国際交流団体へのヒアリング調査結果	 	

名前 調査日 
施設、所在
地の特徴 

特色ある事業 災害支援 実績 外国人支援の課題 

横浜市国際

交流協会
(Yoke) 

2013.10.22 

会社・社宅

が多い。市
との連携 

多文化共生まち

づくり、国際協
力の推進等 

外国人震災時情報センターの設置運営

（3.11 後 1 年運営）、災害時多言語表

示シート、多言語防災リーフレット、災
害情報の提供、日本語教室での火事通報

体験等 

情報伝達の内容と方

法、防災活動に個人

が入りにくい、一人
一人の役割を果たす

ことが大事 

青葉国際交

流ラウンジ 
2013.8.26 

日本語学

校、外国語
学校が多

く、帰国者

数が多い 

多言語くらしガ

イドとラジオ放
送、災害時要援

護者避難システ

ム、 

多言語の情報提
供が中心、日本

語教室での防災

訓練 

青葉ラウンジニュー
スでの防災・災害情

報の提供 

— 

いずみ多文

化共生コー
ナー 

2013.12.12 
区役所が運

営 

初心者対象の日

本語教室 

多文化リビング

ガイドの防災情

報、日本語教室
での防災訓練 

ー 

新施設のため、施設

の運営、 
多言語情報伝達 

金沢国際交

流ラウンジ 
2013.11.29 

ベルー人が

多く、市大
と連携 

子供学習支援教

室 

日本語教室内の

防災教室、災害

情報の整理・提
供 

H25 年：防災教室 

H24 年：災害伝言ダ
イアルの紹介、火事

通報体験 

H23 年：3.11 直後の
外国人への調査、防

災持出し袋、市大内

の防災訓練等 
H22 年：非常食体験 

外国人ニーズの把

握、 
情報伝達方法 

港南国際交
流ラウンジ 

2013.12.9 
施設は避難
場所に指定 

各種定例教室、 
交流イベント 

日本語教室内の

防災講座、避難
訓練、防災・避

難情報の提供 

5〜6 年前から年 1 回

の防災講座、 
H25 年 消防署と連

携：火事通報体験。

防災袋の講義 

認知度、相談事業の

専門化、地域、留学
生との連携、外国人

ニーズの把握、 

港北国際交

流ラウンジ 
2013.12.20 

東南アジア
籍の外国人

の利用が増

加している 

最大規模の日本

語教室 

日本語教室での

防災アドバイス 

3.11 後、ケアプラザ

と合同の消火訓練 

限られた予算で多言

語情報の提供 

都筑多文

化・青少年

交流プラザ 

2013.12.21 

青少年の活

動拠点と外

国人支援の
併存の施

設。ドイツ

人企業・学
校が区内に

立地 

青少年支援、外

国人交流 

ラウンジニュー
スや、日本語教

室での防災知識

の普及啓発 

H22 年 地域防災拠

点訓練に参加 

外国人の人口散在地
域において、外国人

のための居場所づく

りが求められる 

鶴見国際交

流ラウンジ 
2013.12.3 

南米籍が多
い。HP が 7

言語、Yoke

が直接運営 

神奈川大学と連
携の夏休み宿題

教室、外国人親

子サロン 

地域ボランティ
ア日本語教室で

の防災訓練 

H25 年 カンガルー
サロンで起震車体験

等 

法律で多文化共生推
進の確保、 

ボランティアに頼り

すぎること 

なか国際交

流ラウンジ 
2013.11.6 

Yoke が直接

運営 

子供学習支援事

業 

日本語教室での

通報体験 

H25 年 教会、ラウ

ンジ、区役所による

共同主催の防災講座 

認知度、地域連携 

保土ケ谷国

際交流の会 
2013.10.23 

東南アジア

籍が増え、

区内に留学
生が多い 

国際交流事業 
年１回の防災講

座 

H24 年 火事通報 

H25 年 消火器の使

い方 

具体的な支援のやり
方、ネットワークづ

くりが大事、自治会

は多文化共生社会づ
くりへの理解が不足 

みなみ市民
活動・多文

化共生ラウ

ンジ 

2013.11.25 

近くの商店

街に外国人
が経営する

店は多い。

Yoke が直接
運営 

多言語の専門相

談、子供学習支

援 

地域防災拠点訓
練に翻訳者派

遣、日本語教室

での防災知識普
及啓発 

H25 年 地域防災拠

点訓練に参加 

災害時要配慮者は地
域との関係が薄い。

ネイティブの人が支

援側になること。 
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（三）外国人支援の現状 

	 （一）と（二）の調査結果をふまえ、表 4-4 のように、区毎の外国人防災支援の現状

を把握した。	

	 地区防災計画では、対策の詳細内容を提示されていない。国際交流団体は防災知識の

普及啓発を中心とする対策も見られた。地域毎の特性に配慮されていないケースも見ら

れた。	

	

表 4-4 公的支援の実施状況 

区 

現行対策 

防災計画概要（2013） 
国際交流ラウン

ジの有無 
ラウンジの支援対応 

青葉 
要援護者情報共有システム、多言語情報提

供、避難所の配慮、相談、言語支援 
● 防災普及啓発、情報提供 

都筑 
専門ボランティア、避難所の配慮、多言語情

報提供 
● 青少年と外国人への支援 

旭 避難所の配慮   

磯子 避難所の配慮   

栄 なし   

瀬谷 避難所の配慮   

保土ケ谷 外国人に配慮 ● 異文化理解に関する事業 

緑 避難所の配慮、言語支援   

戸塚 
専門ボランティア、避難所の配慮、多言語情

報提供、防災普及啓発、相談、言語支援   

港南 改訂中 ● 定例各種教室 

金沢 避難所の配慮 ● 
防災普及啓発、 

情報提供 

泉 避難所の配慮 ● 民間ボランティア活動 

港北 避難所の配慮 ● 特にない 

神奈川 避難所の配慮   

西 避難所の配慮 ● 日本語教室で普及啓発授業 

鶴見 
相談、多言語情報提供、外国人に配慮、言語

支援 
● 日本語教室で普及啓発授業 

中 なし ● 日本語教室で普及啓発授業 

南 避難所の配慮 ● 
日本語教室で普及啓発授業 

防災訓練の呼びかけ 
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4.3 横浜の地区特性をふまえた外国人への防災支援の考え方 

	 第三章では、横浜市には多様な地区があり、多様な地区において支援対策が異なる必

要性を述べた。4.1〜4.2 節で横浜市や行政区の視点から外国人への防災支援（公助）の

現状を整理したが、地区において外国人への防災支援の現状の把握が不足していること

が分かった。	

	 本節では、各地区における外国人への防災支援の現状を把握するため、地区内の外国

人の人口特性や外国人への防災支援に関係する地域資源を整理し、外国人支援のポテン

シャル評価カルテを開発・試作し、地域特性をふまえた地区防災計画の作成を検討する

際に用いる資料を提示したい。	

	

（一）地区単位での外国人への防災支援の必要性 

	 既往災害の教訓から、「公助の限界」が明らかになるとともに、地域住民自身による自

助、地域コミュニティにおける共助が、地域防災活動において重要な役割を果たしている

ことが分かった。2013 年の災害対策基本法改正により、共助による地域防災力強化の観

点から、地域コミュニティの地区居住者等による防災活動に関する「地区防災計画制度」

が始まった。	

	 国レベルの総合的かつ長期的な計画である防災基本計画と、地方レベルの都道府県及

び市町村の地域防災計画があり（図 4−3）、それらの充実をはかることが欠かせない

が、コミュニティレベルの防災計画づくりも求められる。地区の特性を踏まえた実践的

な計画策定を行うことにより、地域コミュニティ毎に効果的な防災活動が実施でき、地

域・地区の防災力を向上させることができる。また、地区防災計画は「ボトムアップ」

の特徴を有し、住民の自主性を高める意味をもっている。	

	

出典：地区防災計画ガイドライン 4−3） 

図 4−3 防災計画の仕組み 
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	 地区防災計画の作成に当たっては、要配慮者に対する状況把握や対策が必要であり、

外国人住民の状況把握や外国人への対応を盛り込むことも重要である。	

	 前述のように、市区町村において、きめ細かい外国人住民対応を行うことには限界が

ある。災害時に、外国人住民の安否確認や状況把握に手間取ったり、情報の不足、被災

後の生活等のケアが不充分等の課題があるので、外国人自身による自助や、外国人の所

属機関、よく利用する施設、地域・地区による共助が重要な役割を担っている。	

	 外国人の特性に応じた計画を作成することにより、地域防災拠点運営組織やボランテ

ィア団体等に対し、自らの地区の外国人支援の課題を認識させることで、支援の内容や

方法を改善でき、支援能力を高めることができる。また、危機管理の行政機関にとって

は、重点的に対策を講じる地区が把握でき、公助による外国人への支援体制づくりの整

備ができる。	

	 これらのことにより、外国人住民の自助や共助の意識を醸成させることができ、良好

な地域コミュニティの関係を構築することに繋がるとともに、地域防災力の向上に寄与

するものと考えられる。	
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（二）外国人支援のポテンシャル評価カルテの開発 

	 地区防災計画においては外国人に配慮する視点が重要であり、それを検討できる資料

を提示するため、地区内の外国人人口特性の把握や外国人への防災支援能力等を整理す

る必要がある。	

	 そのため、地区レベルで外国人支援の実態を把握する手法（外国人支援ポテンシャル

評価カルテ）を開発し、避難所運営側や支援組織等が、地区防災活動や外国人防災支援

を検討するための基礎資料として活用することが望まれる。	

	

	 以下は外国人支援ポテンシャル評価カルテの作成手順である。	

	

	

	 	

STEP ３
表4−7のように、外国人支援のポテンシャル評価カルテをアウトプットする。今回

の分析では外国人人口状況、災害リスク、避難空間の可能性（地区内の避難施設の建
築面積に占める避難需要面積の割合）、支援能力（施設・団体自身の支援能力とそれ
らの連携による支援能力）等の事項で構成し、それに基づき、地区内の課題を整理し、
改善策を提示する。

STEP ２

評価シート（表4−5）を作成し、人口特性や災害リスク、避難空間や支援可能性を
整理する。

STEP 1

当該地区の情報収集を行う。前述した調査や分析の結果に基づき、対象地区の外国
人人口特性や、外国人の支援拠点になりうる施設と支援の担い手になりうる団体等を
整理する。
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①対象地区の選定 

	 外国人支援ポテンシャル評価カルテを試作するため、図 4-4 のように、地理的分布や

外国人の人口特性、地域資源の特徴等の視点から、7 つの地区を抽出した。	

	

	

Ⅰ大学エリア：①常盤台小学校エリア、②斎藤分小学校エリア 

Ⅱ外国人集住地区エリア：③南吉田小学校エリア、④吉田中学校エリア、 

Ⅲいちょう団地：⑤旧いちょう小学校エリア、 

Ⅳ郊外型エリア：⑥田奈小学校エリア、 

Ⅴ中華街エリア：⑦港中学校エリア 

図 4-4 試行の対象地区 

	 	

�

�

�

�

�

�

�



第四章 横浜の地区特性をふまえた外国人への防災支援 

 

 87 

②外国人支援のポテンシャル評価シートの作成 

	 表 4-5 のように作成した評価シートは、人口特性や災害リスク、避難空間や支援可能性

などの項目で構成されている。	

	 これらを参考事例としてあげたが、地区の特性に応じて、これ以外の事項を盛り込むこ

とが可能である。	

表 4-5 評価シートの見本	

  

 外国人支援のポテンシャル評価シート（参考） メモ 

A)人

口 

外国人人口数： 

主要国籍： 

主要在留資格： 

 

B)災

害リ

スク 

想定震度：最大震度       

津波浸水：有（最大浸水   ） 無 

液状化：有（   場所） 無 

火災危険性：有 無 

洪水浸水：有（最大浸水   ） 無 

土砂災害：有（   場所） 無 

 

C)避

難空

間 

避難需要面積＝    （地区人口数）＊1m2  

指定避難所： 

有（避難可能面積     ）無 

公共施設： 

有（避難可能面積     ）無 

その他の場所： 

場所名：      避難可能面積：     

場所名：      避難可能面積：     

場所名：      避難可能面積：     

… 

避難可能面積の総計：      m2（避難需要面積の  %） 

 

D)支

援能

力 
 

①自身

の支援 

能力 

連携による支援能力 支援能力

の得点 

(①+②) 

A B C D E F G H I J K L ②A

〜L

の平

均値 

A 指定避難所  -              

B 公共施設   -             

C 地縁組織    -            

D 役所     -           

E 企業等      -          

F 大学等       -         

G 集住施設        -        

H 公的国際交流団体         -       

I 民間国際交流団体          -      

J 外国人グループ           -     

K 大使館            -    

L 宗教施設             -   

自身の支援能力 0:支援の可能性がない；1:支援の可能性がある；2:実際に支援している 

連携による支援能力 0:連携の可能性がない；1:連携の可能性がある；2:実際に連携している 

 

 

E)取

り組

み 

・〇〇年 地域防災拠点で外国人対応訓練を実施 

・〇〇と〇〇が協定を締結 

…… 
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③外国人支援のポテンシャル評価シートの説明 

• 	 項目 A)地区内の外国人人口数、国籍、在留資格、項目 B)災害リスクは第二章と

第三章の結果を参照し、整理する。	

• 	 項目 C)避難空間については、第一章で外国人の避難行動が多様であることを示し、

指定避難所の他、外国人の所属機関（企業・大学）や、国際交流団体の事務所、外国

人グループリーダーの自宅等の場所は避難する可能性があると述べた。したがって、

外国人の支援拠点になりうる施設と支援の担い手になりうる団体等はその結果に基

づき、抽出する（表 4-6）。	

	 ここで、災害発生直後に国籍を問わず避難できる場所・施設を想定し、指定避難

所、公共施設、広域避難所と指定された大学、公営団地を主要な対象として避難可

能面積を計算する。計算方法は以下である。	

	

 

 

• 	 項目 D)支援能力については、外国人の支援拠点になりうる施設と支援の担い手に

なりうる団体等の支援能力を把握する。支援能力は自身の支援能力と連携による支

援能力で構成しおり、それぞれを 0〜2 で評価する。	

	 まず、自身の支援能力については、地縁組織や行政の防災機関は外国人に慣れて

いない等のことから、支援の可能性が高くないと考えられ、0〜1 点を設定する。外

国人の所属機関や、国際交流団体、外国人グループ等の外国人支援の機能を有する

施設・団体は 1〜2 点を設定する。しかし、地区の実情に基づき、外国人対応訓練等

の活動を行っている施設・団体は点数を高く設定できる。	

	 次に、連携による支援能力については、外国人グループや、企業、大使館、国際交

流団体等の団体・施設はインターネットや SNS 等のツールを通じ、地域を超えた支

援ができるが、災害の直後に、交通、通信、インターネットが途絶する可能性が高

く、避難所の位置、物資の受け取り等の情報は近くにいる人、施設・団体が重要な支

援主体となり、地区内の支援資源が多く連携すれば、外国人への支援能力を高める

と考え、実際に連携している場合は 2 点を設定し、連携の可能性がある場合は 1 点

を設定し、連携の可能性のない場合は 0 点を設定し、それらの平均値を連携による

支援能力として表示している。最後に、自身の支援能力と連携による支援能力の合

計値が支援能力を表している。	

• 	 項目 E）地区の取り組みについては、横浜市防災訓練実施状況や、4.1〜4.3 節の

ヒアリング調査に基づき、整理する。	

	 	

避難需要面積（m2）=エリア人口数（人）＊1m2 4−4）  
指定避難所避難面積（m2）＝学校の敷地面積（m2）＊0.22＊ 
 ＊0.22＝（過去の指定避難所の敷地面積／学校の建築面積）の平均値 

施設面積（m2）＝建築面積（m2）＊0.84−5）（廊下等の面積を除く） 
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表 4-6 外国人の支援になりうる施設・団体 

凡例 種類 データ・ソース 概要 

A 指定避難所 横浜市ホームページより 主に小中学校 

B 
公共施設 各区のホームページより 

県民・市民・区民センター、コミュニティハ

ウス等 

C 地縁組織 各区のホームページより 自治会・町内会、連合町内会 

D 役所 横浜市ホームページより 県庁、市庁、区役所 

E 
企業等 ヒアリング調査より 

外国人を受け入れる企業、エスニックレスト

ラン等 

F 
大学等 

2016 年神奈川県内大学等在籍留

学生調査より 4-6） 

留学生が在籍する大学、大学院、短期大学、

専門学校、日本語学校等 

G 
集住施設 

各大学のホームページ、神奈川

県公営団地の資料より 
留学生寮、公営団地等 

H 公的国際交流団体 
横浜国際交流協会のホームペー

ジより 4-7） 

横浜市で活動する国際交流・国際協力団体の

一覧、日本語教室データベース等 
I 民間国際交流団体 

J 外国人グループ 

K 大使館 地図での検索 駐横浜大韓民国総領事館等 

L 宗教施設 地図での検索 キリスト教会、イスラム教会等 
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④外国人支援のポテンシャル評価カルテのアウトプット 

	 前述に基づき、表 4-7 のように外国人支援のポテンシャル評価カルテをアウトプット

できる。	

	 項目 a)では、地区内の防災支援資源のマップを示すことができ、項目 b)では地区の概

要と注意点を示すことができる。	

	 項目 c）の外国人防災支援可能性評価カルテの図は、左側は避難空間の可能性を示

し、横軸は地区の避難需要面積を示しており、100%に達したら避難空間充足としてい

る。また、棒グラフは避難需要面積に占める施設面積の割合で表示した。	

	 右側の支援能力について、横軸は自身の支援能力と連携による支援能力の合計値を表

している。例えば、ある団体は外国人支援を行っており、地区内全ての団体と連絡があ

る場合は、以下の計算により 4 点となる。しかし、現実的に全ての組織・団体が連携す

ることは難しいので、支援能力の最大値を 4 点と設定し、4 点に近づくほど支援能力が

高いことを意味する。	

	

	

	 また、自身の支援能力はグリーンで、連携による支援能力はブルーで示し、棒グラフ

上の文字は、実際に連携している施設、括弧内は連携の可能性がある施設を指してい

る。なお、今回の試行に当たっては、主に地域に存在している施設・団体に対し、それ

らの関係性を整理した。	

	 以上に基づき、項目 d）で地区の課題や改善策を提示することができる。	

表 4−7 外国人支援のポテンシャル評価カルテ（見本） 

	 	

 外国人支援のポテンシャル評価カルテ（参考） 

a)地区の

マップ 

ー 

b)地区概

要 

（例）外国人の人口割合が高い。日本語ができないアジア出身者が多い。 

   災害リスク：地震揺れに要注意…… 

c)外国人

防災支援

可能性評

価カルテ

(イメー

ジ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d)課題と

改善策 

（例）・地震の直後に、指定避難所に多く集まる可能性がある⇒避難所運営に配慮 

   ・外国人グループや国際交流団体と連携すれば、外国人への支援を高まる。…… 

支援能力の計算方法（理想値） 
     自身の支援能力  連携による支援能力 
支援能力＝  2 点    ＋    2 点   ＝4 点 
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4.4 外国人支援のポテンシャル評価のケーススタディ 

（一）常盤台小学校エリア 

	 表 4-8 は当地区の評価シートであり、表 4−9 は評価カルテの結果である。	

	 当地区は横浜国立大学と留学生寮が立地し、留学生とその家族が多く居住している。横

浜国立大学には 73 ヶ国・地域の約 950 人 4−8）の留学生が在籍している。	

	 地区の災害ハザードでは最大震度 6 弱の揺れの危険があるが、その他の災害の危険性

はやや低い。既往災害の経験をふまえると、地震直後に大学や地域防災拠点に、留学生が

集中する可能性がある。	

	 避難空間については、指定避難所が約 2 割の避難空間を提供できる。それ以外に、大

学、常盤台コミュニティハウス（常盤台地域ケアプラザ）4−9）、関東クリスチャン教会も

立地し、外国人や、日本人も利用できると考え、避難可能面積を推算した。しかし、こ

れらの面積を加えても、避難需要面積に対し 3 割しか満足できない現状であり、その他

の避難可能空間が求められる。	

表 4−8 地区の評価シート	  

 外国人支援のポテンシャル評価シート 

人口 外国人人口数：312 人（2%） 

主要国籍と在留資格：留学生とその家族、多国籍 

災害

リス

ク 

想定震度：最大震度 6 弱     

津波浸水：○無  

液状化：○有 （三ツ沢住宅周辺） 

火災危険性：○有  

洪水浸水： ○無  

土砂災害：○無  

避難

空間 

避難需要面積＝15084m2 

指定避難所：避難需要面積に占める避難可能面積 18.3%  

公共施設：避難需要面積に占める避難可能面積 2.5%  

横浜国立大学：避難需要面積に占める避難可能面積： 8%  

関東クリスチャン教会：避難需要面積に占める避難可能面積： 1.2%  

避難可能面積の総計：避難需要面積の 30%を満足 

支援

能力 

当地区の施設・団体 

①自身

の支援 

能力 

連携による支援能力 支援能力の

得点 

(①+②) 

A B C F G L ②A〜L

の平均

値 

A 指定避難所：常盤台小学校 1 − 1 2 0 0 0 0.6 1.6 

B 公共施設：常盤台コミュニティハウス 0 1 - 1 0 0 0 0.4 0.4 

C 地縁組織：常盤台地区連合町内会等 1 2 1 - 1 0 0 0.8 1.8 

F 大学等：横浜国立大学 2 0 0 1 - 2 0 0.6 2.6 

G 集住施設：峰沢寮 2 0 0 0 2 - 0 0.4 2.4 

L 宗教施設：関東クリスチャン教会 2 0 0 0 0 0 - 0 2 

自身の支援能力 0:支援の可能性がない；1:支援の可能性がある；2:実際に支援している 

連携による支援能力 0:連携の可能性がない；1:連携の可能性がある；2:実際に連携している 

取り

組み 

・横浜国立大学と保土ケ谷区は防災協力協定を締結し 4−10）、補充的避難場所の機能を有している。 
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	 支援を提供する可能性については、大学がこの地区で支援可能性が最も高い施設と見

られる。大学は留学生のコミュニティや留学生を支援できる人材、ネットワーク（他の

大学や、企業など）を持っており、災害時に多言語情報提供や相談に対応できる人もい

る。また、留学生の中には日本語ができる人もいることから、地域防災の担い手になる

可能性があると言える。地縁組織が大学とうまく連携すれば、避難空間を広めることが

でき、外国人への支援能力も高めることができると考えられる。	

	 したがって、この地区には熊本地震調査のグループ 2 のように、震災直後に大学や指定

避難所に多くの留学生が集結する可能性があり、地縁組織や大学において、その課題を考

慮した避難所の開設、多言語情報提供を含む避難所運営や普段の訓練が求められる。また、

普段から留学生の自助能力を育てる取り組みや災害時に外国人への支援ができる仕組み

づくりが望まれる。	

表 4−9 常盤台小地区の外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

	 	

 外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

地区の

マップ

と現状 

大学や留学生寮が立地するため、多くの外国人が居住している。 

日本語ができない留学生とその家族がいる。 

災害リスク：地震揺れに要注意。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人

防災支

援可能

性評価

カルテ

(イメ

ージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題と

改善策 

・地震の直後に、大学、常盤台小学校に多く集まる可能性がある⇒避難所運営に配慮 

・多言語の災害、交通情報を求める可能性がある⇒留学生による言語支援や避難所で多言語の表示 

・避難空間が不足⇒他の施設を利用する 

・大学と連携すれば、外国人への支援能力が高まる。 
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（二）斎藤分小学校エリア 

	 表 4-10 は当地区の評価シートであり、表 4−11 は評価カルテの結果である。	

	 当地区は神奈川大学と学生寮が立地している、神奈川大学には約 410 人 4−6）の留学生

が在籍し、大学周辺に留学生とその家族が多く居住していると考えられる。	

	 災害ハザードについては、最大震度 6 弱の揺れの危険があり、善能寺周辺、斉藤分小

の東南部の周辺に液状化の危険があり、また、火災焼失の危険性も高い。既往災害の経

験をふまえ、地震直後に大学や地域防災拠点に留学生が集中する可能性がある。	

	 避難空間については、指定避難所が避難需要面積の約 25%を提供できる。神奈川大学

は広域避難所に指定され、学校のグランド、公開空地公園の利用ができるが、校舎の利

用は把握できず、対外開放の可能性がある体育館を対象に避難可能面積を推算した。し

かし、これらの面積を加えても、避難需要面積の約半分しか満足できない現状であり、

その他の避難空間が求められる。	

表 4−10 地区の評価シート 

	

	 	

 外国人支援のポテンシャル評価シート 

人口 外国人人口数：94 人（1.1%） 

主要国籍と在留資格：留学生とその家族、多国籍 

災害

リス

ク 

想定震度：最大震度 6 弱  

津波浸水：○無  

液状化：○有 （善能寺周辺、斉藤分小の東南部） 

火災危険性：○有  

洪水浸水： ○無  

土砂災害：○無  

避難

空間 

避難需要面積＝8103m2 

指定避難所：避難需要面積に占める避難可能面積 24.7%  

神奈川大学：避難需要面積に占める避難可能面積： 19.3%  

避難可能面積の総計：避難需要面積の 44%を満足 

支援

能力 
当地区の施設・団体 

①自身

の支援 

能力 

連携による支援能力 支援能力

の得点 

(①+②) 

A C F G ②A〜L の平

均値 

A 指定避難所：斎藤分小学校 2 − 2 2 0 1.3 3.3 

C 地縁組織：神北地区連合町内会等 2 2 − 2 0 1.3 3.3 

F 大学等：神奈川大学 2 2 2 − 2 2.0 4 

G 集住施設：国際寮エスペラール 2 0 0 2 − 0.7 2.7 

自身の支援能力 0:支援の可能性がない；1:支援の可能性がある；2:実際に支援している 

連携による支援能力 0:連携の可能性がない；1:連携の可能性がある；2:実際に連携している 

取り

組み 

・神奈川大学は中丸町内会、六角橋南町内会、斎藤分町北部自治会、斎藤分南部町内会と減災応援協力

覚書を締結し、合同防災訓練を実施した 4−11）。 

・2015 年斎藤分小学校の防災訓練で外国人対応訓練を実施した。 
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	 支援提供可能性については、常盤台小学校エリアと似ている状況であり、大学は支援

可能性が高い施設と見られる。異なるところは、地縁組織が大学と連携し、地域防災対

策に取り組んでおり、斎藤分小学校の防災訓練で外国人対応訓練を実施したことがある

ことから、地縁組織や指定避難所も外国人への防災支援の可能性があると考えられる。	

	 当地区も熊本地震調査のグループ 2 のように、震災直後に大学や指定避難所に多くの

留学生が集結する可能性があり、地縁組織や大学において、この課題を考慮した避難所

の開設や多言語情報提供を含む避難所運営、普段の訓練が求められる。また、普段から

留学生の自助能力を育てる取り組みや災害時に外国人への支援ができる仕組みづくりも

望ましい。	

	 しかし、地域内の外国人への支援資源が比較的少ないので、外国人グループや、国際

交流団体等の施設・団体の遠隔地からのサポートが求められる。	

表 4−11 斎藤分小地区の外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

	

	

	

	 	

 外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

地区の

マップ

と現状 

大学や留学生寮が立地するため、多くの外国人が居住している。 

日本語ができない留学生とその家族がいる。 

災害リスク：地震揺れに要注意。 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人

防災支

援可能

性評価

カルテ

(イメ

ージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題と

改善策 

・地震の直後に、大学、指定避難所に多く集まる可能性がある⇒避難所運営に配慮 

・多言語の災害、交通情報を求める可能性がある⇒留学生による言語支援や避難所で多言語の表示 

・避難空間が不足⇒他の施設を利用する 

・地域内の外国人への支援資源が比較的少ない⇒遠隔地からのサポートが求められる。 
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（三）南吉田小学校エリア 

	 表 4-12 は当地区の評価シートであり、表 4−13 は評価カルテの結果である。	

	 当地区の外国人人口密度は横浜市のトップであり、中華街や伊勢佐木町等の近隣地域に

勤務している外国人が多く居住し、中国や、フィリピン等のアジア籍の外国人が多い。	

	 生活利便性が高く、区役所や、病院、大型商店街、エスニックレストランも多数立地し

ている。	

	 災害ハザードについて、地震の揺れ及び二次災害による危険性が高く、最大震度７の

揺れの危険がある。津波浸水は最大 2ｍとなり、液状化の危険もある。	

	 避難空間については、指定避難所が避難需要面積の約 17%を提供できる。また、浦舟

複合福祉施設 4-12）が立地しており、１F の公開部分を加えて推算した。しかし、これら

の面積を加えても、避難需要面積の約 2 割しか満足できない現状であり、他の避難でき

る空間が求められる。	

表 4−12 地区の評価シート 

	 	

 外国人支援のポテンシャル評価シート 

人口 外国人人口数：1445 人（11%） 

主要国籍：国籍が多数、アジア籍を中心。 

主要在留資格：外国人の子供、定住者（永住者等）、就労者。 

災害

リス

ク 

想定震度：最大震度 7 

津波浸水：○有  最大浸水 2m 

液状化：○有  

火災危険性：○有  

洪水浸水： ○無  

土砂災害：○無  

避難

空間 

避難需要面積＝13547m2 

指定避難所：避難需要面積に占める避難可能面積 17%  

公共施設：避難需要面積に占める避難可能面積 6%  

避難可能面積の総計：避難需要面積の 23%を満足 

支援

能力 
 

①自身

の支援 

能力 

連携による支援能力 支援能力

の得点 

(①+②) 

A B C D E H ②A〜L の

平均値 

A 指定避難所：南吉田小学校 2 - 0 2 2 0 2 1.20 3.2 

B 公共施設：浦舟複合福祉施設 0 0 - 1 2 0 2 1.00 1 

C 地縁組織：寿東部地区連合町内会 2 2 1 - 2 1 2 1.60 3.6 

D 役所：南区役所 1 2 2 2 - 1 2 1.80 2.8 

E 企業等：横浜橋商店街に多数 2 0 0 1 1 - 1 0.60 2.6 

H 公的国際交流団体： 

 みなみ市民活動・多文化共生ラウンジ 
2 2 2 2 2 1 - 1.80 3.8 

自身の支援能力 0:支援の可能性がない；1:支援の可能性がある；2:実際に支援している 

連携による支援能力 0:連携の可能性がない；1:連携の可能性がある；2:実際に連携している 

取り

組み 

・2012 年～2016 年、地域防災拠点の防災訓練で、外国人対応訓練を実施 

・みなみ市民活動・多文化共生ラウンジは多言語防災情報提供等を実施 
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	 支援可能性については、地区内に外国人への防災支援資源が多数存在している。地域

防災拠点（南吉田小学校）や地縁組織は 2012 年～2016 年に、地域防災拠点と自治会・

連合会が共同防災訓練を行い、外国人対応訓練を実施した。また、南吉田小学校は半分

以上の生徒が外国人の子供であり、平時から外国人の子供と親の支援が進んでいる。	

	 また、国際交流ラウンジも近くに立地し、普段の外国人への支援活動に伴い、地域防

災拠点の訓練にも参加し、地縁組織や指定避難所と共に地区の多文化共生づくりを推進

している。	

	 東日本大震災の教訓のように、指定避難所に多くの外国人が集結する可能性があり、

また、就労者と定住者は避難行動が異なるので、避難所運営に当たって、就労者のよう

な短期避難者に対しては、多言語情報提供や退避支援が求められる一方で、定住者のよ

うな長期避難者に対しては、生活再建支援が求められる。	

	 しかし、外国人住民の状況を把握しきれていなかった現状もあり、外国人コミュニテ

ィと連携できる仕組みづくりが今後の課題である。	

表 4−13 南吉田小地区の外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

	 	

 外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

地区の

マップ

と現状 

アジア籍の就労者とその家族、定住者が多く居住している。 

外国人の人口密度が最高 

災害リスク：地震および二次災害に要注意 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人

防災支

援可能

性評価

カルテ

(イメ

ージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題と

改善策 

・地震・津波対策を整える必要がある。 

・外国住民のコミュニティの把握が不足 

・地震の直後に、南吉田小学校に多く集まる可能性がある⇒避難所運営に配慮 

・多様な避難行動の可能性がある⇒言語支援と長期避難支援等も必要 

・避難空間が不足⇒他の施設を利用する 
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（四）吉田中学校エリア 

	 表 4-14 は当地区の評価シートであり、表 4−15 は評価カルテの結果である。	

	 当地区の外国人人口割合が横浜市で 2 番目であり、伊勢佐木町商店街が立地し、勤務

している外国人が多く居住していると考えられる。南吉田小学校エリアと似ている状況

で、中国や、フィリピン等のアジア籍の外国人が多い。また、吉田中学校では約 4 割の

学生が外国籍である。	

	 生活利便性が高く、多数の駅と鉄道が利用でき、伊勢佐木町商店街と周辺エリアは、

エスニックレストラン、外国食材を扱う店も多数存在しており、福富町周辺はコリアン

タウンと呼ばれている。	

	 地区の災害リスクは、地震の揺れと二次災害による危険性が高く、最大震度７の揺れ

の危険があり、津波浸水は最大 2ｍと予測され、液状化の危険もある。	

	 避難空間については、指定避難所が避難需要面積の約 17%を提供できる。地区内には

公共施設がないので、教会の面積を加えて推算したが、避難需要面積の約 2 割しか満足

できない現状であり、他の避難可能空間が求められる。	

表 4−14 地区の評価シート 

	 	

 外国人支援のポテンシャル評価シート 

人口 外国人人口数：1329 人（12%） 

主要国籍：国籍が多数、アジア籍を中心。 

主要在留資格：外国人の子供、定住者（永住者等）、就労者。 

災害

リス

ク 

想定震度：最大震度 7 

津波浸水：○有  最大浸水 2m 

液状化：○有  

火災危険性：○有  

洪水浸水： ○無  

土砂災害：○無  

避難

空間 

避難需要面積＝11160m2 

指定避難所：避難需要面積に占める避難可能面積 17%  

カトリック末吉町教会：避難需要面積に占める避難可能面積 1%  

避難可能面積の総計：避難需要面積の 18%を満足 

支援

能力 
 

①自身

の支援 

能力 

連携による支援能力 支援能力

の得点 

(①+②) 

A C E I L ②A〜L の

平均値 

A 指定避難所：吉田中学校 2 - 2 0 0 0 0.50 2.5 

C 地縁組織：第 1 地区中部連合町内会 1 2 - 1 0 0 0.75 1.75 

E 企業等：多数 2 0 1 - 0 0 0.25 2.25 

I 民間国際交流団体： 

 公益社団法人服飾文化研究会 
2 0 0 0 - 0 0.00 2 

L 宗教施設：カトリック末吉町教会 2 0 0 0 0 - 0.00 2 

自身の支援能力 0:支援の可能性がない；1:支援の可能性がある；2:実際に支援している 

連携による支援能力 0:連携の可能性がない；1:連携の可能性がある；2:実際に連携している 

取り

組み 

・カトリック末吉町教会において日本語教室を開設し、2013 年にフィリピン人を対象とした防災講座を主催 
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	 支援可能性については、当地区では、大学や国際交流団体のようなキーになる施設・

団体は見当たらず、各施設・団体の連携も薄いので、地縁組織が主要な担い手になる可

能性がある。また、カトリック末吉町教会は、外国人のための日本語教室や防災講座を

開催したことがあり、外国人支援拠点になる可能性が高い。	

	 ところが、当地区は商業・住宅が混在しているので、把握しきれていない団体・施設

やネットワークがある可能性もあり、また、コリアンタウンのようなエリアも存在し、

外国人コミュニティ、グループがある可能性が高く、事前にこれらの状況を把握するこ

とが求められる。	

	 南吉田小学校エリアと似ており、東日本大震災の教訓のように指定避難所に外国人が

集結する可能性があり、また、就労者と定住者は避難行動が異なるので、避難所運営に

当たって、就労者のような短期避難者に対しては、多言語情報提供や退避支援が求めら

れる一方で、定住者のような長期避難者に対しては、生活再建支援が求められる。	

表 4−15 吉田中地区の外国人支援のポテンシャル評価カルテ	

		 	

 外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

地区の

マップ

と現状 

アジア籍の就労者とその家族、定住者が多く居住している。 

外国人の人口割合が最高 

災害リスク：地震および二次災害に要注意 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人

防災支

援可能

性評価

カルテ

(イメ

ージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題と

改善策 

・地震・津波対策を整える必要がある。 

・外国住民のコミュニティや外国人への支援資源の把握が不足 

・地震の直後に、吉田中学校に多く集まる可能性がある⇒避難所運営に配慮 

・多様な避難行動の可能性がある⇒言語支援と長期避難支援等も必要 

・避難空間が不足⇒他の施設を利用する 
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（五）旧いちょう小学校エリア 

	 表 4-16 は当地区の評価シートであり、表 4−17 は評価カルテの結果である。	

	 当地区は神奈川県営いちょう団地が立地している。外国人人口や、人口割合が高く、

アジア籍や、南米籍が多く居住している。	

	 近くに大和定住促進センターが立地し、1979 年〜1998 年の間に、ベトナム・ラオス・

カンボジアの難民を受け入れたことから、いちょう団地に住む外国人が増え、公営団地

の入居条件が比較的に易しく、外国人が入居しやすいことから、現在も多くの外国人が

暮らしている。	

	 災害ハザードについて、最大震度 6 強の揺れの危険があり、液状化の危険もある。ま

た、境川沿いに洪水による浸水の可能性もある。	

	 避難空間については、1 人あたり 1m2を推算すれば、指定避難所の面積はほぼ賄える。

しかし、団地に暮らしている外国人は定住者、かつ低収入者が多く、遠くに避難する可

能性は低く、快適な避難環境を求める可能性があるので、1 人あたり 2m2	 4-5）を推算した

場合は、指定避難所だけで賄えない状況であり、団地内の共有スペースや近隣の公的施

設とうまく連携し、活用することが望ましい。	

表 4−16 地区の評価シート 

		 	

 外国人支援のポテンシャル評価シート 

人口 外国人人口数：247 人（8%） 

主要国籍と在留資格：多国籍、定住者 

災害

リス

ク 

想定震度：最大震度 6 強 

津波浸水：○無   

液状化：○有  

火災危険性：○有  

洪水浸水： ○有  

土砂災害：○無  

避難

空間 

避難需要面積＝3461m2 

指定避難所：避難需要面積に占める避難可能面積 97%  

避難可能面積の総計：避難需要面積の 97%を満足 

支援

能力  
①自身の

支援能力 

連携による支援能力 支援能力の得点 

(①+②) A C G ②A〜L の平均値 

A 指定避難所：旧いちょう小学校 2 - 2 2 2 4 

C 地縁組織：いちょう団地連合自治会 2 2 - 2 2 4 

G 集住施設：いちょう団地 2 2 2 - 2 4 

B 公共施設：いちょうコミュニティハウス（B＝A 旧いちょう小学校） 

自身の支援能力 0:支援の可能性がない；1:支援の可能性がある；2:実際に支援している 

連携による支援能力 0:連携の可能性がない；1:連携の可能性がある；2:実際に連携している 

取り

組み 

・2012 年～2015 年、地域防災拠点訓練で外国人対応訓練を実施 
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	 支援提供可能性については、80 年代から外国人が団地に入居し始めたので、地縁組織

は外国人とよく交流し、外国人支援のノウハウを持っている。2012 年～2015 年に、地域

防災拠点訓練で外国人対応訓練を実施したことがあり、外国人への防災支援も積極的に

取り組んでいる。	

	 また、外国人は長く居住しているので、外国人コミュニティも多く存在している。外

国人コミュニティと地縁組織が連携し、日常生活における助け合いから、災害時の共助

の仕組みが既に形成されている。さらに、近隣に外国人支援団体（多文化まちづくり工

房）も立地しているので、外国人支援能力が高い。	

	 災害の教訓をふまえ、避難所運営に当たって、定住者のような長期避難者に対し、長

期避難や生活再建の支援が求められる。	

	

表 4−17 旧いちょう小地区の外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

	

	 	

 外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

地区の

マップ

と現状 

定住者が多く居住している。 

災害リスク：地震の揺れや洪水に要注意 

 

外国人

防災支

援可能

性評価

カルテ

(イメ

ージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題と

改善策 

・洪水対策は必要がある。 

・地震の直後に、指定避難所に多く集まる可能性がある⇒避難所運営に配慮 

・自宅周辺に避難の可能性がある⇒言語支援と長期避難支援等も必要 
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（六）田奈小学校エリア 

	 表 4-18 は当地区の評価シートであり、表 4−19 は評価カルテの結果である。	

	 青葉区は東京都心部に通勤通学する人が多く暮らしており、総人口は横浜市で 2 番目

に多い区である。地区内の外国人特性の把握が不足しているので、青葉区の外国人の状

況を参考した。青葉区の外国人人口数や、人口割合は比較的低く、区内に分散してい

る。東京都に就労している外国人が暮らしているが、外国語学院や、大学・大学寮も多

く立地し、留学生も居住している。青葉区には、中国、韓国・朝鮮、フィリピン、アメ

リカからの外国人が多く居住している。	

	 地区の災害ハザードについては、最大震度 5 強の揺れの危険があり、液状化の危険も

ある。また、恩田川沿いに洪水浸水の可能性もある。	

	 避難空間については、指定避難所が避難需要面積の約 33.2%を提供できる。地区内

に、青葉区区民活動支援センターが立地し、青葉国際交流ラウンジもそこで活動してい

る。その面積を加えて推算しても、避難需要面積の約 4 割しか満足できない現状であ

り、他の避難できる空間が求められる。	

表 4−18 地区の評価シート 

	 	

 外国人支援のポテンシャル評価シート 

人口 外国人人口数：60 人（1%） 

外国人の特徴：外国人人口・割合が比較的に少ない地域。 

災害

リス

ク 

想定震度：最大震度 5 強 

津波浸水：○無   

液状化：○無  

火災危険性：○無  

洪水浸水： ○有  恩田川沿い 

土砂災害：○有  北部 

避難

空間 

避難需要面積＝11160m2 

指定避難所：避難需要面積に占める避難可能面積 33%  

青葉区区民活動支援センター：避難需要面積に占める避難可能面積 5%  

避難可能面積の総計：避難需要面積の 38%を満足 

支援

能力 
 

①自身

の支援 

能力 

連携による支援能力 支援能力

の得点 

(①+②) 

A B C H ②A〜L の平均値 

A 指定避難所：田奈小学校 2 - 0 2 1 1.0 3 

B 公共施設：青葉区区民活動支援センター 0 0 - 1 2 1.0 1 

C 地縁組織：第 1 地区中部連合町内会 1 2 1 - 1 1.3 2.3 

H 公的国際交流団体：青葉国際交流ラウン

ジ（区民活動支援センター内） 
2 1 2 1 - 1.3 3.3 

自身の支援能力 0:支援の可能性がない；1:支援の可能性がある；2:実際に支援している 

連携による支援能力 0:連携の可能性がない；1:連携の可能性がある；2:実際に連携している 

取り

組み 

・2013 年地域防災拠点の防災訓練で外国人対応訓練を実施 

・青葉国際交流ラウンジは多言語防災情報提供等を実施 
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	 外国人人口が比較的に少ない郊外において、災害発生後、都心部のように多くの外国

人が指定避難所に集結する可能性は低いが、地区内に孤立する可能性がある。そのた

め、地縁組織や、国際交流団体は事前に地区に居住している外国人の状況を把握する必

要がある。	

	 当地区では、2013 年地域防災拠点の防災訓練で外国人対応訓練を実施したことがあ

り、地縁組織等の避難所運営側が外国人を支援する意識を持っていると思われる。	

	 また、青葉国際交流ラウンジも立地し、4.2 節の紹介から、青葉国際交流ラウンジが

積極的に外国人への防災支援に取り組んでいる。地縁組織とうまく連携すれば、外国人

への多言語情報提供等の支援を高めることができる。	

	

表 4−19 田奈小地区の外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

	

	

	 	

 外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

地区の

マップ

と現状 

地区内の外国人住民の状況把握が不足 

災害リスク：風水害に要注意 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人

防災支

援可能

性評価

カルテ

(イメ

ージ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題と

改善策 

・外国住民のコミュニティや外国人への支援資源の把握が不足⇒孤立されないための対策が必要 

・多様な避難行動の可能性がある⇒言語支援と長期避難支援等も必要 

・避難空間が不足⇒他の施設を利用する 
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（七）港中学校エリア 

	 表 4-20 は当地区の評価シートであり、表 4−21 は評価カルテの結果である。	

	 当地区の外国人人口割合は横浜市のトップであり、中華街が立地し、中国・台湾をは

じめ、アジア籍の外国人が多く居住している。第三章で紹介したように、1859 年の横浜

港開港以来、関内地区は外国人居留地として栄えた。欧米人とともに多数の中国人商人

や取引仲介者、外国人外交官の雇い人が往来し、絹貿易が繁栄し、外国商社が軒を連

ね、インド人商人も多かった。このような背景から中華街が生まれ、エスニックレスト

ラン、外国食材が扱う店が多数存在している。歴史的な要因以外に、華僑総会のような

大きなコミュニティや横浜中華保育園、学院のような外国人ための施設が立地し、外国

人が暮らしやすいと考えられる。	

	 災害リスクについては、地震の揺れと二次災害による危険性が高く、最大震度７の揺

れの危険があり、津波浸水が最大 2ｍとなり、液状化の危険性も高い。事前に地震・津

波対策を整える必要がある。	

表 4−20 地区の評価シート 

	

 外国人支援のポテンシャル評価シート 

人口 外国人人口数：1351 人（14%） 

主要国籍：国籍が多数、アジア籍（中国・台湾）を中心。 

主要在留資格：外国人の子供、定住者（永住者等）、就労者。 

災害

リス

ク 

想定震度：最大震度 7 

津波浸水：○有  最大浸水 2m 

液状化：○有  

火災危険性：○有  

洪水浸水： ○無  

土砂災害：○無  

避難

空間 

避難需要面積＝9659m2 

指定避難所：避難需要面積に占める避難可能面積 15%  

公共施設：避難需要面積に占める避難可能面積 15%  

民間国際交流団体:避難需要面積に占める避難可能面積 2%  

外国人グループ:避難需要面積に占める避難可能面積 5%  

教会：避難需要面積に占める避難可能面積 1%  

避難可能面積の総計：避難需要面積の 37%を満足 

支援

能力 
 

①自身

の支援 

能力 

連携による支援能力 支援能力

の得点 

(①+②) 

A B C E I J L ②A〜L

の平均値 

A 指定避難所：港中学校 1 - 0 2 0 0 0 0 0.33 1.33 

B 公共施設：神奈川県立県民ホール 0 0 - 0 0 0 0 0 0.00 0 

C 地縁組織：第 2 地区連合町内会 1 2 0 - 1 0 1 0 0.67 1.67 

E 企業等：多数 2 0 0 1 - 0 2 1 0.67 2.67 

I 民間国際交流団体：横浜 YWCA 2 0 0 0 0 - 2 0 0.33 2.33 

J 外国人グループ：中華民國留日横濱華

僑總會、横浜華僑総会… 
2 0 0 1 2 2 - 2 1.17 3.17 

L 宗教施設：横浜華僑基督教会… 2 0 0 0 1 0 2 - 0.50 2.5 

自身の支援能力 0:支援の可能性がない；1:支援の可能性がある；2:実際に支援している 

連携による支援能力 0:連携の可能性がない；1:連携の可能性がある；2:実際に連携している 
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	 避難空間については、指定避難所が避難需要面積の約 15%を提供できる。神奈川県民ホ

ールは避難施設に指定されていないが、帰宅困難者の一時滞在施設として位置づけた 4-13）。

神奈川県民ホールギャラリーの利用を想定し加算した。それ以外に、横浜 YWCA4-14）、中華

民國留日横濱華僑總會 4-15）のような団体はホールの貸出事業を行っているため、面積を

加算した。また、教会の面積を加え、地区内の避難可能面積を推算した。しかし、これら

の面積を加えても、避難需要面積の約 4 割しか満足できない現状であり、他の避難できる

空間の確保が求められる。	

	 支援可能性については、外国人グループや外国人を支援する国際交流団体、教会等は

支援の可能性が高いと考えられる。しかし、外国人グループは地縁組織や地域防災拠点

との連携が薄く感じられた。歴史等の原因で、複雑な状況ではあるが、国際交流団体の

ような中間支援組織の機能を発揮し、地縁組織、地域防災拠点と外国人グループが連携

すれば、外国人は自助や共助ができ、地域防災力が高まる。	

	 また、熊本地震調査から、就労者と定住者は異なる避難行動をとると考えられるの

で、避難所運営に当たって、就労者のような短期避難者に対しては、多言語情報提供や

退避支援が求められる一方で、定住者のような長期避難者に対しては、生活再建支援が

求められる。	

表 4−21 港中地区の外国人支援のポテンシャル評価カルテ	  

 外国人支援のポテンシャル評価カルテ 

地区の

マップ

と現状 

アジア籍の就労者とその家族、定住者が多く 

居住している。 

外国人の人口割合が最高 

災害リスク：地震と二次災害に要注意 

 

 

 

 

 

 

外国人

防災支

援可能

性評価

カルテ

(イメ

ージ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題と

改善策 

・地震・津波対策を整える必要がある。 

・外国住民のコミュニティの把握が不足 

・地震の直後に、指定避難場所に多く集まる可能性がある⇒避難所運営に配慮 

・多様な避難行動の可能性がある⇒言語支援と長期避難支援等も必要 

・避難空間が不足⇒他の施設を利用する 
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（八）試行の結果 

	 7 つの地区において外国人支援のポテンシャル評価カルテ作成を試行した。結果の概

要を表 4−22 にまとめた。地区毎の特性や外国人への支援資源、課題が異なることを認識

し、地区特性に応じた課題や改善策を提示することが必要である。この手法は、地区単

位での防災活動や地区防災計画策定に活用されることが期待される。	

	 カルテ化手法はまだ開発段階であり、今回の検証に当たっては、汎用データを用いた

ので、街区単位で把握できないことが課題である。詳細データを扱うことができる自治

体等において、街区単位などでのより詳細な把握が望まれる。今後、カルテ化手法を改

善し、実際に地区防災活動に利用し、その効果を検証することが求められる。	

表 4−22 外国人支援のポテンシャル評価カルテのまとめ 

	

	 	

エリ
ア 

地区 
特性 

外国人特徴 
災害 
危険性 

避難空
間 

主要な支援主体 
課題 求められる

支援 

常盤
台小 大学が

立地 

留学生とそ
の家族、多
国籍 

強い揺
れ 

不十分 大学 
・避難所に多く集ま
る可能性 
・多言語情報を求め
る可能性 

災害直後、
多言語情報
提供、退避
等 

斎藤
分小 

不十分 大学と地縁組織 

南吉
田小 

外国人
集住地
区 

定住者、就
労者等多国
籍 

地震と
その二
次災害 

不十分 
小学校と地縁組
織、公的交流団
体等 

・外国人の状況把握

が不足 

・避難所に多く集ま

る可能性 

・多様な避難行動の

可能性 

災害直後の
多言語情報
提供、退避
等、 
避難所で長
期避難、生
活再建等 

吉田中 不十分 教会 

旧い
ちょ
う小 

公営団
地 

定住者等 
多国籍 

洪水 十分 
地縁組織 
（団地の管理
側） 

・自宅周辺に避難の
可能性 

・避難所に多く集ま

る可能性 

田奈
小 

郊外(散
在地域) 

ー 風水害 不十分 
公的交流団体、 
地縁組織 

・外国人の状況把握

が不足 
・多様な避難行動の
可能性 

孤立されな
いため、外
国人実態の
把握 

港中 中華街 

定住者、就
労者 
アジア籍が
多い 

地震と
その二
次災害 

不十分 
外国人グルー
プ、教会 

・外国人の状況把握

が不足 

・避難所に多く集ま

る可能性 
・多様な避難行動の
可能性 

災害直後の
多言語情報
提供、退避
等、 
避難所で長
期避難、生
活再建等 
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4.5 まとめ 

	 本章では、横浜における、トップダウン型の外国人への防災支援の実態を整理・考察

し、外国人支援のポテンシャル評価カルテを開発・試作することによるボトムアップ型

の支援の実態を把握する手法を提示し、地区特性に応じた防災支援策を検討した。	

	 具体的には、以下の結果を得た。	

l 	 横浜市と 18 区において、外国人への防災支援策が言語支援中心であることか

ら、地区特性に応じた支援策の必要性が認識された。	

l 	 地区レベルの防災活動は重要な役割を果たしているので、その中に外国人への

防災支援の視点も加えてほしい。そのために、外国人支援ポテンシャル評価結果

を記載した「地区カルテ」を作成した。 

l 	 外国人支援のポテンシャル評価カルテ作成を試行することにより、各地区の防

災資源を活用した防災支援の可能性を提示し、地区毎の特性や外国人への支援対

策、課題が異なることを認識した。この手法が、地区単位での防災活動や地区防災

計画策定に活用されることが期待される。 

	 今後、外国人支援のポテンシャル評価カルテ化手法をさらに改善し、実際に地区防災

活動に利用し、その効果を検証することが求められる。	
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結論 

1970 年代の後半以降、日本の人口の増加率は低下し、人口構造が変化して、労働力の

不足が発生している。このような社会背景下で、海外から労働力を多く招くようにな

り、来日・在住外国人が増加している。しかし、日本は世界でも災害の発生可能性が高

く、近年、東日本大震災のような大きな災害が発生し、甚大な被害が生じた。	

外国人は言語や文化、慣習の違いや、災害経験の少なさといったハンディキャップを

持つため、「災害時要援護者（要配慮者）」と位置づけられる。しかし、外国人を災害

要援護者名簿に載せていないケースが多く、防災を担う地縁組織やボランティア団体

は、地域に居住している外国人の実情の把握ができていない。	

また、外国人は多様であるため、外国人の実情をふまえて、外国人への防災支援等の公

共サービスを提供する必要がある。しかし、外国人の実態やニーズの把握は難しいのが現

状である。	

	 そこで、本研究は、被災地での経験・教訓を通じ、外国人の属性と災害危険性等の地域

特性を捉え、多様な外国人が暮らす大都市（横浜市）において詳細に考察することで、地

域・地区単位で外国人支援対策を検討する際に用いる基礎的資料を提供した。	

	

	 第一章では、既往災害の経験や教訓を整理する目的で、文献調査やヒアリング調査を

通じ、外国人の避難実態や災害時対応等の経験・教訓を整理した。	

	 災害時の外国人への多言語による情報伝達や、外国人支援ボランティアの確保の必要

性を確認し、外国人が多様な避難行動を取る可能性や外国人支援・避難拠点の候補を示

すとともに、災害時に外国人が抱える課題やニーズを把握した。	

	

	 第二章では、マクロスケールで、外国人の人口状況と現行の防災支援を把握するた

め、外国人人口属性（国籍、在留資格等）と地域特性に基づき、全国を都道府県単位で

地域類型化し、多様な外国人の実態と防災支援の現状を把握し、類型毎の外国人支援の

課題を整理した。	

	 地域特性と地域毎の防災支援の実態から、地域毎に求められる対策が異なるが、言語

支援以外の取り組みは限定的である現状が分かった。また、外国人が散在している地域

では、外国人を孤立させないための対策が望まれ、外国人の半数が暮らす三大都市圏で

は多様な支援が求められる。	
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第三章と第四章では、ミクロな視点から、多様な外国人が居住している横浜市を対象

に、地区特性と地区毎の防災支援の実態を捉えた外国人への防災支援の実態について調

査・分析を行った。	

第三章では、横浜市において、高齢者や乳幼児とともに、外国人人口の地理的分布を把

握し、様々なハザードに対する曝露人口を推計することにより、外国人居住地域の災害危

険性を把握した。全ての災害種別において、外国人人口に占める災害曝露人口の割合が高

いという結果を得た。	

	 また、指定避難所区割（地区）毎に、災害リスクに曝されている外国人人口を整理した

上で地域を類型化し、各地域で外国人に対する課題や対策が異なる可能性を示唆した。	

	

	 第四章は、横浜市における外国人への防災支援の現状を把握し、地区特性に応じた支

援策が講じられているか確認するため、公助や共助の視点で、外国人防災支援策を検討

した。	

	 横浜市や 18 区の支援策が言語支援中心であることから、地区特性に応じた支援策の必

要性を認識した。また、地区毎の外国人支援のポテンシャル評価を行うカルテを作成

し、地区特性をふまえた支援の必要性を示した。	

	

	 まとめると、本研究は、防災の視点から外国人支援を取り上げ、外国人への防災支援

（自助・共助・公助）の仕組みを再確認した。しかしながら、行政や公的な国際交流団

体によるトップダウン型の支援は、主に言語支援が中心であり、多様な外国人のニーズ

を満たすことができないと思われるので、地域特性を捉えた外国人支援対策を策定する

ことが必要と考える。	

	 また、地域・地区特性が異なること、それらに応じた支援策が個別に必要であること

を示すとともに、外国人支援のポテンシャル評価カルテを提案し、それがボトムアップ

型の支援に有用であることを示した。このカルテが、地区単位での防災活動や地区防災

計画策定に活用されることが期待される。	

	

	 本研究の成果は、地域防災拠点運営組織やボランティア団体等に対し、自らの地域の

特性を認識するための基礎資料として、また、危機管理の行政機関にとっては、重点的

に対策を講じる地域を把握し支援策を検討するための基礎資料として活用され、地域防

災力の向上に寄与するものと考える。	

	 また、本研究の研究手法やアイデアを参考に、より良い外国人と防災に関する研究が

さらに発展することを望む。	
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課題と今後の展望 

	 高齢者や障がい者のような災害時要配慮者に比べ、外国人への防災支援に関する研究

がまだ不十分である。本研究は、主に公助や共助の視点から、地域・地区の特性を踏ま

えた防災支援の実態を把握する手法を提示した。今後の課題は以下のとおりである。	

l 災害時要配慮者人口の把握について	

	 外国人人口の状況の把握は研究の基礎条件である。日本語が堪能でない外国人は災

害時要配慮者と位置づけたが、実はこの定義が曖昧で、実際の把握が難しい。特に汎

用データでは、街区単位で把握できないため、本研究では全ての外国籍の人口を対象

に分析した。	

	 米国では街区単位で出身地別外国人人口等の情報（図 5−1）を公開しているため、

外国人の災害曝露人口を高精度で推計でき、ニーズに応じた支援資源（ヒト・モノ）

を提供できる。詳細データを扱うことができる自治体等において、本研究で提示した

「地区カルテ」を全地区で整備し、地区特性に応じた支援策の検討が望まれる。	

	 しかし、この種のデータは外国人への偏見や、差別意識の助長につながる懸念もあ

る。そこで「多文化共生社会」の理念が重要となり、地域・地区に住んでいる外国人

と地域住民が互いの文化的違いを認めあい、地域社会の構成員として共に生きてゆく

まちを作れば、このような問題は解消するだろう。	

図 5−1 〒10028 街区の外国人人口（2010 年） 

	

	

	

	

	

出典：アメリカ 2010 年国勢調査より（http://www.census.gov/） 

l 外国人の「自助」の意識と「共助」への参加意識	

	 本研究は、主に地域・地区の「共助」と行政の「公助」に着目し分析・調査を行った

が、外国人の「自助」の意識と「共助」への参加意識についてあまり触れていない。	

	 日本語が堪能な外国人は単に被援護者ではなく、援護の担い手になることができると考

え、今後はアンケート調査等の方法により、外国人の「自助」の実態や「共助」に参加す

る意識を把握し、外国人も積極的に参加できる地域防災体制づくりを検討したい。	

	 	

QT-P3 Race and Hispanic or Latino Origin:  2010

2010 Census Summary File 1

NOTE: For information on confidentiality protection, nonsampling error, and definitions, see http://www.census.gov/prod/cen2010/doc/sf1.pdf.

Geography: ZCTA5 10028

Subject Number Percent
RACE
  Total population 45,141 100.0
    One race 44,224 98.0
      White 39,596 87.7
      Black or African American 767 1.7
      American Indian and Alaska Native 35 0.1
        American Indian, specified [1] 19 0.0
        Alaska Native, specified [1] 1 0.0
        Both American Indian and Alaska Native, specified
[1]

0 0.0

        American Indian or Alaska Native, not specified 15 0.0
      Asian 3,331 7.4
      Native Hawaiian and Other Pacific Islander 17 0.0
      Some Other Race 478 1.1
    Two or More Races 917 2.0
      Two races with Some Other Race 148 0.3
      Two races without Some Other Race 709 1.6
      Three or more races with Some Other Race 14 0.0
      Three or more races without Some Other Race 46 0.1

HISPANIC OR LATINO
  Total population 45,141 100.0
    Hispanic or Latino (of any race) 2,425 5.4
      Mexican 337 0.7
      Puerto Rican 520 1.2
      Cuban 168 0.4
      Other Hispanic or Latino [2] 1,400 3.1
    Not Hispanic or Latino 42,716 94.6

RACE AND HISPANIC OR LATINO
  Total population 45,141 100.0
    One race 44,224 98.0
      Hispanic or Latino 2,267 5.0
      Not Hispanic or Latino 41,957 92.9
    Two or More Races 917 2.0
      Hispanic or Latino 158 0.4
      Not Hispanic or Latino 759 1.7

X Not applicable.
[1] "American Indian, specified" includes people who provided a specific American Indian tribe, such as Navajo or Blackfeet. "Alaska Native, specified"
includes people who provided a specific Alaska Native group, such as Inupiat or Yup'ik.
[2] This category is comprised of people whose origins are from the Dominican Republic, Spain, and Spanish-speaking Central or South American
countries. It also includes general origin responses such as "Latino" or "Hispanic."
Source: U.S. Census Bureau, 2010 Census.
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